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総合要旨 
農業へのＩＴ活用は1980年代に入って始まった．しかし，それまでこの分野の研究成果
はほとんどなく，農業者及び農業関係者の間で試行錯誤されていた．1986年にパソコン通
信システムが民間利用できるようになったのをきっかけにパソコンを農業に生かそうと研
究が始まった．著者はその先駆けとしてパソコン通信システムを活用し，バーチャルなコ
ミュニティーを形成しその中での情報交換による生産・流通販売情報を収集する手法を開
発した． 
その後，インターネット環境とインフラ整備が進んだことで，1998年インターネット上
にウンシュウミカンに関するデータベースを構築した．それまでペーパーベースで公開さ
れていた栽培技術データを日頃の農業改良普及活動の中で磁気化しデータベース化するこ
とで，誰でも必要なデータをいつでも入手できるシステムを開発した． 
気象データはウンシュウミカン生産者の要望もあり，地域の雨量データをデータベース
化し病害防除やウンシュウミカンの果実品質管理への判断資料として公開した．公開方法
として誰でもどこでも利用できるよう携帯電話で提供した． 
ウンシュウミカンのトレーサビリティを確保するため農業生産法人のWebと卸売会社の
Webをリンクさせ，新たな生産方式で栽培した商品の生産工程や流通経路を公開すること
とした．栽培履歴の詳細には農業日誌などの既存のものを使用し，それらの組み合わせに
よるトレーサビリティとした． 
一方，農業改良普及センターがこれらのデータ管理に携わることで，地域の経営体と改
良普及員とのバーチャルコミュニティーを形成することができ，新たな普及活動が展開で
きるようになった．このことから，農業改良普及事業は経営体の積極的なＩＴ活用を推し，
経営体が流通業界や研究機関とも容易に連携できるシステムを整え，栽培技術革新や流通
改革に取り組むまでに至った． 
要旨 
１．我が国においてパソコン通信が普及し始めた 1980 年代前半，農業部門は他産業に比べ
コンピュータの利用が遅れていた．普及事業では 1982 年から４年計画で農業情報ネットワ
ークによる情報処理の方法と体制の整備が検討されていた．PC-VAN は 1986 年に一般利用
を目的としたパソコン通信システムとして開発された．著者はこのネットワーク内に AG
ネット(農と食)を開設して，パソコン通信による農業者とのコミュニケーションを計った．
パソコン通信時代のメインシステムである BBS を使って，どこに行けば，また誰に聞けば
欲しい情報が入手できるのかの情報収集の仕組みを作った． 
 
２．1988 年に開設された F-VAN が 1995 年に改良普及員専用の EI-NET と一般農業者の参加
を目的としたローカルネットに再編されたのを機会に，農業後継者の加入を推進した．有
田地域農業改良普及センターにおいても当初農業者７名が加入しその組織を「有田ネット
２１」と名づけた．これが改良普及員と農業者の情報交換の手段として取り入れられた最
初の改良普及業務となった 
 
３．インターネットを使って農業者に接し，農業生産方式の合理化，その他農業経営の改
善などの知識情報を時間や場所に左右されず情報交換を行なう手法を開発した．和歌山県
有田地方はウンシュウミカンの産地であることから，ウンシュウミカンの統計データ，現
場調査データ，各種事業紹介，自作図鑑類,気象データ，果樹試験場研究データ，ＪＡ情報，
みかん栽培の歴史，機能性データ，栽培指針などに関する情報をインターネット上に公開
し，農家が必要に応じ情報を自主選択できるシステムを開発した． 
 
４．ウンシュウミカン露地栽培において，圃場への降雨量を把握することは的確な病害発
生予察を可能とする．また，降雨が果実品質におよぼす悪影響を回避することも可能とす
る．そこで砂防課防災データステーションが公開している時間雨量を自動的に集積し，過
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去 24 時間の時間雨量，過去 1ヶ月の日別雨量，ある月の日別雨量，また，ある日付から現
在までの積算雨量を計算して栽培管理に必要なデータに置き換え，有田みかんデータベー
スに公開するシステムを開発した．本システムは農家が農作業中にも簡単に利用できるよ
う携帯電話向けに作成した． 
 
５．標準化されたシステムが存在しない現状において，生産現場ではトレーサビリティシ
ステムに高コストをかけて対応することに躊躇している．また，生産現場のみでのシステ
ム構築は流通業界に対応するかどうかの不安もあった．そこで， SEICA（青果ネットカタ
ログ）をベースとし，これに栽培や流通の詳細情報を添付する Web との組み合わせによる
トレーサビリティシステム開発した． 
 
６．ウンシュウミカンのトレーサビリティを確保するため農業生産法人の Web と卸売会社
の Web をリンクさせ，新たな生産方式で栽培した商品の生産工程や流通経路を公開するこ
ととした．栽培履歴の詳細には農業日誌などの既存のものを使用し，それらの組み合わせ
によるトレーサビリティとした． 
 
７．ウンシュウミカンの消費減退のなか有田みかん産地の経営体を強化するため，経営体
を研究機関及び流通業界と連携させ，実需者が要求する新商品の開発に取り組んだ．プロ
ジェクト「有田みかんニューブランド開発プロモーション事業」を立ち上げ，経営体と研
究機関や流通業界との連携を支援し，有田みかん新商品「紀の国有田まるどりみかん」を
開発した 
 
８．農業の情報化への取り組みは 1980 年代より取り組まれているが，必ずしも定着化して
いなかった．今後の農業改良普及事業には，ＩＴを活用し，全国の関係普及員の相互交流
や，大学・研究機関の研究者らとも連携し，さらにマーケティング指導として流通業界と
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も連携するなどを活動範囲とすることが必要である．これらの取り組みにより，農業・農
村の活性化を図り経営体強化による自給率向上と経営安定を可能とするであろう． 
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第１章 序論 
1988 年にパソコンは農具であると呼ばれて 2005 年で 17 年が経過した（田上 1993）．パ
ソコンがネットワークに接続され，情報化のツールとしての活用研究が進められてきたが
(高倉 1993)，生産現場での活用方法が定着していない．そこで今日までの IT 活用の歴史
を振り返るとともに，パソコン通信時代の情報交換のあり方をベースに（町田 1992），パ
ソコン通信時代からインターネット時代へ，そしてユビキタス時代へと情報化が進化しつ
つある中，農業改良普及事業における IT 活用方法をウンシュウミカンの生産現場で検討し
た． 
農業へのパソコン利用は他産業より遅れをとっていたが，児島（1983）によると 1980
年代初めには農業改良普及員の間にパソコンへの関心が高まり，個人でパソコンを購入し，
他産業に後れをとることのないよう農業へのパソコン利用研究を始めていた．普及事業で
は 1982 年から４年計画で農業情報ネットワークによる情報処理の方法と体制の整備が検
討されていた（長谷川 1993）．他産業はすでに生産から販売まで一貫した情報管理のもと
で生産性を向上させていた．一方，農産物は一般的に農業者からＪＡを経由して，卸売市
場，仲卸，スーパーマーケットあるいは小売店を経て消費者に届けられていた．このよう
に物流は地域を越え全国規模に展開されているにもかかわらず，農業情報は生産者，農業
関係者，消費者などが相互に全国規模に情報交換する仕組みがなく，一貫情報による生産
性向上が図られていなかった．多くの農業者は各種農業図書，農業者仲間，農業改良普及
員，営農指導員，農業試験場などから農業情報を収集し，生産性向上に努めていたが，そ
れらは特定の範囲であり，ペーパーベース(fax を含む)や口コミ(電話を含む)による農業
情報交換の方法でしかなかった． 1986 年ころ他産業ではパソコン通信を使ったサービス
が始まっており，著者らも個々に農業への利用を試みてきた．1988 年にそれまで個人や団
体でパソコン通信に取り組んできた研究者と農業者が一体となって本格的に農業へのパソ
コン利用の研究が始まった（谷口 1990）．町田(1995)によると 1995 年に全国で BBS が 83
局開設されていた．その後，パソコン通信システムに次ぐ新たなインフラ整備により，1996
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年前後から農業情報交換の主流はインターネットシステム利用へ移行していった（斎尾
1997）． 
インターネット時代に入りパソコンの扱いが容易となり，ホームページやＥメールがだ
れでも簡単に利用できるようになり，先駆者の間では個人のホームページを立ち上げ，我
が家の農業を情報化し公開する農家も現れ始めた．しかし，インフラ整備が整ってきた今
日においても，生産者と流通業界との情報交換するシステムの開発や組織的な活用が進ん
でいるとはいいがたかった（川井 2001）．農業改良普及センターおいても情報化への取り
組みのかけ声はあるが，どこまで対応するかの基準はなかった．また農業情報の公開ルー
ルや必要なホームページ用コンテンツは何かなどの研究が十分されてはいなかった．この
ことから情報公開に対する普及センターの対応の遅れが多方面から批判された．これらの
背景から，ウンシュウミカン産地における情報化や情報コンテンツの作成手法の開発が問
われた．和歌山県の有田地域はウンシュウミカンの産地であり，県内の生産量は 175,000
トンでその約半分が有田地方で生産されている．そこでウンシュウミカン産地の経営体を
支援するための栽培技術を中心としたデータベース公開により経営体強化を検討した． 
一方，食の安全に対する関心が 2002 年以降一挙に高まり，産地の農産物生産に対するア
カウンタビリティが問われることとなった（富山 2002）．民間でシステム開発が進められ，
各都道府県がそれらのシステム導入を検討しているが，生産現場と流通業界との連携がな
いとうまく機能しない現状がある．原因の一つに，出荷者と卸売会社の連携によるシステ
ム開発が進められていないことがある．BSE 問題や農産物への無登録農薬の使用で国産農
産物への信頼が著しく低下したことも含め，ウンシュウミカンの消費に対する安全・安心
を保証するシステム開発が急がれていた．このなかで新たなビジネスチャンスを高めるた
め，他産業に後れをとっていた IT 活用による農業経営体の強化を積極的に開発していく必
要があった．地方でもインフラ整備が整ってきた今日，その研究が急がれていた（野見山
2004）．  
ウンシュウミカンの消費や流通については農林水産統計資料によると 1975 年の 366 万
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5,000 トンの生産量をピークに、需給調整により 2002 年には 113 万トンとなった（浅沼
2001）．しかし，消費の減退により価格は低迷したままとなっていた．東京都中央卸売市場
青果物流通年報によると，東京都中央卸売市場での和歌山県産販売単価は他の主産県より
低い位置にあった．このことから東京都内で有田みかんの知名度を高めるため，高級果物
店で販売できる付加価値の高いこだわり商品の開発が急務であった．開発にあたり活動支
援を従来の生産支援中心の改良普及活動のみでなく，IT を活用し，実需者との情報交流に
より流通業界との関わりを深め，販売支援にも積極的に関わる必要があった．  
以上述べてきたことから，本論文では序論につづいて，まず第 2章で改良普及活動を通
じて開発してきたパソコン利用による農業情報交換ツールについて述べ，その背景やイン
フラ整備の進捗，運営手法について事例を挙げて報告し，問題点を考察し，さらにインタ
ーネット時代における改良普及活動のあり方についてふれる．次に第 3章でウンシュウミ
カン産地における生産者の情報ニーズに対応したデータベースの開発，情報コンテンツの
作成手法や情報が及ぼす影響，および正確な情報公開の必要性について述べる．また緊急
性の高い気象情報の収集システム開発と，そのデータ公開方法としての携帯電話利用につ
いてふれる．第 4章では，農林水産省が食の安全・安心を確保するため生産者と消費者と
の信頼関係を高める政策として食品トレーサビリティシステム導入を指導しているが，こ
れに対応したシステム開発について，低コストで，流通業界を巻き込んだ市場と実需者の
連携による実務レベルで行った取り組みにふれる．さらに第 5章で IT を活用した出荷者と
卸売会社の連携による新商品の開発への取り組みや，新技術導入による農業経営体強化に
ふれる．最後にこれらをふまえて，IT 活用による農業及び農業改良普及事業の将来展望に
ついて包括的に議論する． 
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第２章 改良普及事業と IT 
我が国においてパソコン通信が普及し始めた 1980 年代前半，農業部門は他産業に比べ
コンピュータの利用が遅れていた．普及事業では 1982 年から４年計画で農業情報ネット
ワークによる情報処理の方法と体制の整備が検討されていた．  
PC-VAN は 1986 年に一般利用を目的としたパソコン通信システムとして開発された．著
者はこのネットワーク内に AG ネット(農と食)を開設して，パソコン通信による農業者との
コミュニケーションを図る仕組みを作った． 
また1988年に開設されたF-VANが1995年に改良普及員専用のEI-NETと一般農業者の参
加を目的としたローカルネットに再編されたのを機会に，それらを改良普及員と農業者の
情報交換の手段として改良普及業務に取り入れた． 
 
１．農業情報交換ツールとしてのパソコン利用 
パソコン通信が始まったのはアメリカ合衆国からで，1978 年にシカゴのクリスチャンセ
ンがパソコンボイス仲間の情報交換に作ったのが第1号だといわれている（杉井ら1990)．
日本では 1985 年春，NTT の民営化にともなう電気通信事業法の改定により，不特定多数の
人を対象とした単純なメッセージ交換が認められた．これにより現在のような公衆回線を
利用したコミュニケーションが可能となった．いわゆる通信の自由化が始まった．このこ
とから民間企業の間で本格的にパソコン通信システムの開発が取り組まれ，最初に
ASCII-NET や PC-VAN が誕生した（奥矢 1988）．その後農業関連へ利用されることになった．
しかし，この頃の農業者のパソコン保有者はマニア的存在であり，普及センターに一台配
備され，それを珍しがった時代であった（町田 1998）． 
農業における情報化は農政審議会の「80 年代の農政の基本方向」に情報ネットワークの
形成として示されている（児島 1983).普及事業においては 1982 年から 4 年計画で新普及
システム推進事業が展開された．その結果 1986 年頃には愛知県農業試験場と普及センター
を結ぶネットワークが構築されたが（杉井ら 1990），BBS(Bulletin Board System,電子掲
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示板)としての利用はされなかった．PC-VAN は 1986 年に一般利用を目的としたパソコン通
信システムとして開発された．著者はこのネットワークを利用し，徳島県の農業改良普及
員や宮城県の農業試験場職員らとで AG ネット(農と食)を開設した．農業情報研究の黎明期
の指導者である谷口はAGネットが牽引的役割を果たしたと評価している（谷口1989）．1989
年にはこれをモデルとした BBS が全国に 21(第 1 表)あったことが確認されている（町田
1989）． 
本節では，著者がわが国で先駆的に構築した IT 利用の農業情報交換システムであるパソ
コン BBS を利用した「AG ネット(農と食)」について述べ，その農業情報交換の問題点と課
題を整理する．  
 
材料と方法 
１）パソコン通信システムの概要 
パソコン通信の設備はパソコンをモデム（調歩同期式全2重方式CCITT V21/V22/V22bis
準拠）で一般公衆の電話回線に接続し，「CCT-98」や「まいとーく」などの通信ソフトを使
用してテキストタイプの文字情報で通信した（狩野 1989）．通信速度は当初 300 bps と
1200bps で行った．1995 年以降の通信速度は 14400bps 全二重無手順を使用した．パソコン
通信するための接続経費は入会金 3000 円，VAN 利用料金は 3分間 20 円であった．  
２）パソコン通信システムの運用  
パソコン通信のメインシステムは BBS である．この BBS を使って，どこに行けば，また，
誰に聞けば欲しい情報が入手出来るのかの情報収集の仕組みを検討した（佐々木 1989a）． 
農業改良普及活動は日頃，巡回指導、講習会の開催など，直接農業者に接して行なう活
動，つまり農業者や関係者とのコミュニケーションから始まる．パソコン通信はそのコミ
ュニケーションを時間や場所に制約されることなくできるシステムである．PC-VAN は NEC
が商用利用のため全国に張りめぐらせた C&C-VAN(第 1 図)に一般の端末パソコンを電話回
線経由で BBS 接続を許可したもので，著者は農業をテーマした SIG(Special Interest 
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第１表 先駆的農業情報ネットワーク一覧 
開始年(年） ＢＢＳの名称 主催者団体名 
1986 ＡＧネット（農と食） ＰＣ－ＶＡＮ 
1986 いばらぎ 21 グリーンネット 茨城県農林水産部改良普及課 
1986 ＢＢＳ－ＮＲＳ 愛媛統計情報事務所 
1987 村ネット 茨城県関城町農協 
1987 ＭＡＧＮＥＴ 宮城県農業センター 
1987 ＡＧＮＥＳＳ 宮城県仙南地域グリートピア 
1988 茨城大学農業情報ＢＢＳ 茨城大学農学部 
1988 普及情報ＶＡＮ 農業改良普及協会 
1988 Ｗａｖｅ－Ｎｅｔ 和歌山県 
1988 ぐんまアグリネット（ＧＡＧＮＥＴ） 群馬県農政部 
1988 盛岡市パソコン通信サービス 岩手県岩泉農業改良普久所 
1988 Ｎｏｎｋｙネット 北海道の高校 
1988 佐野ＡＧＮＥＴ 栃木県佐野市農協 
1988 ＡＰネット 埼玉県川越農業改良普及所 
1988 坊ちゃん アシストマイクロ 
1988 きん太ネット 新潟県草の根ＢＢＳの会 
1988 美幌農業館 北海道美幌町 
1988 厚真農業ネットワーク 北海道厚真町農業経営センター 
1988 八代グリーンネット 熊本県八代農業改良普及所 
1988 岩手グリーンネット 岩手県 
1989 ＦＡＲＣＩＳ 福岡県農業総合試験場 
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第１図 PC-VANのパソコン通信の仕組み 
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Group)をその中に設置し，その代表者（SIGOP）を担当した．この農業 SIG をＡＧネット
（Agriculture Group Net）と呼ぶこととした．システム構成として SIGOP からユーザーへ
のお知らせコーナーと，メインシステムのテーマ別にコミュニケーションできるフォーラ
ムを設定した．開設当初のフォーラム名を水稲，コミュニケーション広場，果樹，農業テ
クノ，畜産，野菜・花の 6個とした．フォーラムの水稲，果樹，野菜・花，畜産ではそれ
ぞれ専門の立場から栽培技術や消費にいたるまでの話題とした．コミュニケーション広場
は農業全般の話題とした．農業テクノはパソコンを含む新技術の話題とした．開設当初は
一般的な農業分野の分類名で構成したが，細分化したフォーラムはテーマに縛られて内容
が制限され書き込みにくいとの意見や，自由度の高いテーマのフォーラムへの書き込み内
容分析から，途中 4回のフォーラムの追加・削除を繰り返し行い（第 2表），最終はふれあ
い広場，農への新しい波，おいしんぼ産直，情報 BOX の 4 個に集約した．BBS の活性化の
ため，アクセス回数や BBS 利用者を調査した． 
 
結果と考察 
１）PC-VAN の通信システム 
1986 年 3 月に開設された PC-VAN は大手企業が取り組んだ一般ユーザーをターゲットに
した代表的なパソコン通信システムであことから，アクセスポイントが全国規模で設置さ
れていた．これによりホストコンピュータが東京に設置されていても地方のユーザーは電
話回線使用料を考えることなく利用でき，自分の端末パソコンで通常の電話回線を経由し
てアクセスポイントを介してホストコンピュータに接続させた．しかし，接続時のモデム
及びパソコンの設定が複雑で専門の知識を必要とし，その指導者が少なかった． 
２）フォーラムの構成と運営 
フォーラムマーケティングでは，専門の流通ジャーナリストが和歌山県御坊市の農家に
より栽培されたアセロラの流通追跡遡行調査を実施し，掲示板上に産地と販売先の売れ行
き情報を交えたリアルな青果物流通情報に関する情報として書き込まれ，皆が注目した． 
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フォーラム消費者の声では，消費者連盟のメンバーと生産者や資材メーカーとの農薬問題
バトル，食品に対する安全性追求などの議論が注目された．情報を整理してみると，イベ
ントの開催通知，農産物のネット販売，マーケティング情報，農産物の安全性などに対す
る質問や意見の書き込みが多かった．参加者らの書き込みに対して SIGOP のレスポンスに
は専門知識が必要であった．問題解決へのコメントや解決策の提案が明確にできない BBS
へは人は集まってこなかったが，AG ネットにはテーマに適合した専門家が参加していたこ
とで長期に運営することができた．また，参加者が全国各地からであったことや農業形態
の違いからか，水稲・果樹・畜産・野菜などの作物栽培の具体的な技術の話題よりは，農
産物の安全性や流通改革などのグローバルな話題の方が書き込み数が多く，BBS での意見
交換しやすいことがわかった．第 3表は開設当初の２カ年間の書き込み回数を表したもの
である．1987 年にコミュニケーション広場やマーケティングへの書き込みが約半数を占め
たので，1988 年に書き込み内容から判断して村おこしと消費者の声を追加したとこところ，
消費者からの書き込み回数が増加し，農産物に対する安全へのこだわりが感じられた（第
3表）．第４表に示すように参加者の意見や希望によりテーマを変更していったが，ふれあ
い広場に情報が集中した（第 4表）．このことから，年間アクセス回数が１万回以下の BBS
ではテーマを細分化せずに，同じボード内での議論がおもしろくて参加しやすいことがわ
かった． 
ネットワーク上でのフォーラム構成のポイントは参加メンバーのパーソナリティーを十
分把握して，専門的でかつスピーディーに対応することが大切であると判断され,そのよう
に努めることでフォーラムが活性化した．SIGOP の役割がフォーラムの活性化に直接影響
することがわかった． 
３）利用者の範囲 
開設から一ヵ年の AG ネットへの書き込み者のプロフィールを調べてみると，改良普及員は
全体の 11％対し，農業者は全体の 24％を占めていた（第 5表）．このことから先駆的農業
者は 1988 年頃，既に農業への IT 活用を考えていたことが伺えた． 
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２．普及活動へのパソコン通信システムの導入 
農業改良普及事業でのパソコン利用は，1982 年から 4年計画で農業情報ネットワークに
よる情報処理の方法と体制の整備として検討されていた．1980 年代初めには農業改良普及
員の間にもパソコンへの関心が高まり，個人でパソコンを購入し他産業に後れをとること
のないよう農業へのパソコン利用研究を始めていた(児島 1983)．その後パソコン通信を使
ったシステム開発が進み，FARCIS（福岡県農業試験場研究情報システム）（吉田 1989），
Wave-Net（和歌山県 BBS）（佐々木 1989a），MAGNET（宮城県農試）（田中 1989），AGNESS（仙
南グリーントピア）（大沼 1989）などの公的組織が運営するネットワークが開局されてい
た．このほか農協が運営する村のネットワーク（茨城県関城町農協）（田上 1989），農家と
大学を結ぶ茨城農業情報 BBS（茨城大学農学部資源情報研究室）（町田ら 1989），そして，
1988 年に農林水産省の補助事業で全国農業改良普及協会により普及員を結ぶ F-VAN（農業
情報 VAN）が開設された（福田 1989）． 
本節では普及員専用だった F-VAN が一般農業者に開放され，公的に普及センターが管理
する地域コミュニケーションシステムとなったローカルネットへの取り組みと，先に述べ
た他府県の事例をもとに開設した和歌山県独自のネットワークについて述べる．  
 
材料と方法 
全国農業改良普及協会が開局していた F-VAN が 1994 年にシステム改良が行われ，普及情
報ネットワークシステムとして新たに稼働をはじめた EI-NET をここでは使用した．接続す
るために Windows 対応の通信専用ソフト EI-Win を使用した． 新たにスタートしたネット
ワーク事業として一般農業者を対照としたシステムローカルネットが開設され，このシス
テムへの農業後継者の加入を推進した．有田地域農業改良普及センター普及員とローカル
ネットに加入した地域の農業後継者とのコミュニケーションとして，BBS で加入者全員へ
病害虫防除や栽培技術情報を提供した．また，特定の加入者からの質問はメールで回答し
た．一般メディアの電話やファックスでの情報交換をメールで，配付資料や会議資料など
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は BBS を使用しパソコン通信で情報提供を試みた．また，加入者を組織化し，パソコン研
究集団育成を編成した．改良普及員のパソコン習熟度の向上，農業者へのパソコンの普及
状況から判断して，新たな農業改良普及活動への IT 活用実践を試みた．また，ネットワー
ク運営にあたって，普及員のパソコン習熟度の格差の削減方法も検討した．2002 年度に和
歌山県の改良普及員全員にネットワークパソコンが配備されたのをきっかけに，有田地域
普及センタ－で掲示板を運用しているローカルネットにおいて，若手普及員を対象に農業
者の質問に対するレスポン向上対策研修の効果測定をローカルネットへの Web 接続回数で
判断した．  
 
結果と考察 
 ローカルネットへは有田地域農業改良普及センターにおいて当初農業者７名が加入し，
その組織を「有田ネット２１」と名づけた．このシステムを地域限定のクローズな BBS と
して開設した．これが改良普及員と農業者の情報交換の手段として取り入れられた最初の
改良普及業務となった．これまでパソコンは趣味の範囲で処理されることが多かったが，
この頃から改良普及員のパソコン習熟度が改良普及活動能力として農業者から評価される
ようになった．IT 活用に関心の高い改良普及員は自前のパソコンを職場に持ち込んで対応
した．しかし大多数の改良普及員は自由に使えるパソコンが少なかったことと，IT 活用へ
の意識が低いこともあって，全体の普及活動への IT 応用は遅れていた．有田地域普及セン
ターではローカルネット内に加入者限定の BBS を構築し，農業者の IT 活用を促進したこと
で，2003 年 8 月には「有田ネット 21」の会員数は 34 名となり，IT 導入を農業者仲間に推
進，あるいは活用支援などを行うまでに至った．しかし，普及員の間ではＩＴ担当普及員
に任せっぱなしが原因で担当普及員以外の習熟度がなかなか上がらない問題点があった．
そこで，BBS 上の農業者からの質問に対する返信や情報の書き込みを週番体制でできるだ
け全員対応することにし，ローカルネットの存在を普及員間で知ることができ，レスポン
スを高めることができた．その進み具合に比べ，先駆的農業者はインターネットが一般化
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され始めた 1997 年頃からホームページ開設を始めた．和歌山県内の農業者らで組織する和
歌山農業情報利用研究会 WSAI（http:// www.agri.gr.jp/web/index.html/）を立ち上げる
など，農業改良普及組織より先行した情報化に取り組んでいた．有田地域普及センターで
は 2002 年に全員にパソコンが配備されことからローカルネットを誰でも管理できるよう
研修を強化し，業務での使用を義務づけたたことで，第 6表のとおり Web 接続回数が前年
に比べ著しく増加した．このことからローカルネット参加者らは自らの書き込み数が増加
し，農業者との間の信頼関係が高まり，本音で話し合えるコミュニティが形成されてきた．  
一方和歌山県独自の BBS として 1988 年に Wave-net が開局されていて，農業改良普及セ
ンターの主務課である農業振興課が 1989 年に農業 BBS を企画し開設した．この BBS には普
及センターのみでなく試験研究や病害虫防除所等からの情報提供を行うこととした．この
BBS は農林部の公式 BBS としてスタートし，県の情報提供がインターネットへ移行するま
で継続した． 
 
３．インターネット時代における改良普及事業  
通信の自由化が始まった 1985 年以降民間企業の間で本格的にパソコン通信システム開
発が始まり，第１節で述べたように農業 BBS が全国に波及し，1990 年代前半までは増加の
傾向にあったが，町田(1995)によると 1995 年の 83 局をピークにパソコン通信システムユ
ーザーがインターネットへ移行し BBS の閉局が始まった．その背景に次のような問題点が
あげられる．①パソコン通信システムによる BBS 運営には専用の電話回線，専用ソフト，
専用パソコンなどシステムに多額のコストを必要としたため誰でも開局することはできな
かった．②PC-VAN 内での SIG 開設にはコストは必要としなかったが，同じ分野での SIG 開
設は許可されなかった．また，③それぞれの組織で開局されている BBS を利用するために
はそれぞれの BBS 毎に加入手続きをする必要があった．④利用方法についてもシステムの
違いや接続電話回線の設定が必要等の煩わしい問題点があった．⑤ローカルネットはさら
に専用ソフトが必要で一般 BBS へのアクセス方法とは異なったシステムとなっていた．こ 
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れらの問題は情報化を推進していく上で大きな壁となった．誰でもローコストで情報化に
取り組めるインフラ整備が課題であった．インターネットはこの問題を解決し（山本・二
宮 1995，二宮 1994），一般ユーザーの情報化への取り組みを急速に進展させた（町田 1998）． 
著者はパソコン通信の問題点をふまえ，普及センターが管理するローカルネットの会員
登録手続きのわずらわしさ，インターネット接続との不具合などの指摘がある中，インタ
ーネット時代にも有効な農業者間及び農業者と農業改良普及員との交流頻度を高めるため
のネットワークの構築手法を検討した． 
 本節では有田地域農業改良普及センターがインターネット上に開設した有田みかんデ
ータベースの開発とメーリングリスト運営による情報の共有化について述べる． 
 
材料と方法 
和歌山県有田地方はウンシュウミカンの産地であり，地域農業に根ざしたデータベース
開設を検討した（鈴木 1990，1994）．既にウンシュウミカンに関するホームページを開設
していた地域の先駆的農業者らに公開すべき情報について意見を聞くこととした．また，
データベースシステム検討時は民間プロバイダの経営者の手法を学ぶこととし，計画的に
検討会を実施するため農業者やプロバイダなど専門家を交えたデータベース開発プロジェ
クトを立ち上げた．そして誰でも活用できる情報交換システムとして，Web サーバーを民
間プロバイダからレンタルし立ち上げるかを検討した．普及センターの情報公開のあり方
と情報コンテンツ作りは日頃の活動で作成した資料の何をホームページ用ファイルとして
ハイパーテキスト化するかを検討した．また，公開情報の分類による農業者への伝達にメ
ーリングリストと併用することで公開情報の利用制限を検討した．ホームページ作成は著
者のパソコン通信時代の運用経験を生かした公開方法とした．データベース構築は公開情
報の収集が課題であり，その収集方法についても検討した．公開情報についてはフリーな
ものと生産者が知ればよいことに仕分けできるシステムも検討した．これらのシステムは
立ち上げには勢いがありスムースに立ち上がる場合があるが，その運営が煩雑であること
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が多いので（吉田 1992，渡辺・吉田 1992），どのように Web を維持していくかについて
も検討した． 
 農業者のみを対象としたユーザーへの情報公開システムとして，加入者全員に同時配信
できるメールシステムのメーリングリストを使ったクローズな情報の公開も検討した（狩
野 1993）． 
 
結果と考察 
１）システムの完成度 
農業者らと検討した結果では，農業者らの求める情報とは普及センターの業務紹介や画
一化された現地情報ではなく，改良普及員の日々の現場活動を知りたいとの回答だった．
日頃改良普及員は現場で農業者と接触し現場の課題解決を実践しているが，その内容を知
るのは当事者同士であり，なかなか地域には波及していない背景があった．先駆的な農業
者らは我が家の出来事をホームページにアップすることで，共通の問題や話題をもった方
からのアドバイスを受けることができたとの報告があった．このことから普及員が日常の
普及活動で得た病害虫対策や果実生育情報などをハイパーテキスト化した．また，システ
ム管理についてはセキュリティーを考慮し専門のプロバイダ有限会社サイプレス（和歌山
県海南市）に委ね，改良普及員はコンテンツ作りに専念した．これらのことをふまえ「有
田みかんデータベース」（http://www.mikan.gr.jp/）を開設した． 
また，農業者が栽培管理に必要とする気象データを携帯電話に対応させた自動公開シス
テムを開発した．併せてメールによる情報提供システムとして EI-NET のメーリングリスト
を利用することとし，有田地域農業改良普及センターでは，２個のメーリングリストを開
設した．１つは有田地方の農業者を対象とした有田メーリングリストで「あぐりｅランド」
内に 2003 年 4 月に参加者 55 名で立ち上げ，改良普及員はもとより有田振興局幹部職員も
情報を共有化することができた．２つ目は農業士の組織の情報網として，事務局である県
経営支援課が農業士会メーリングリストを同システムにより 160 名の参加で立ち上げた． 
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ホームページに記載する情報は普及活動の日常業務記録も含めてコンテンツ化した．比
較的緊急性の高い課題として病害虫対策や栽培管理技術データが多数蓄積され，自然とデ
ータ量が増大していった．普及現地情報集のような過去に蓄積された情報をハイパーテキ
スト化しデータベースを完成させることを目標とはせず，日頃の活動データの蓄積から公
開データ作成に取り組んだことは改良普及員への負担を少なくした． 
 完成したシステム維持と発展を考え，情報化推進を普及計画（基本構想･年度指導計画）
に明確に位置づけることとした．普及活動中間検討会，実績検討会で経過をまとめ評価す
ることで情報公開を持続することができた．また，要請活動における課題解決情報を地域
の農業者が共有できたことにより技術情報などの波及効果は高まった．  
システムの運営経費は「日本一有田みかんを目指す運動推進委員会」（有田地方の市町長，
農業協同組合長らで構成され,生産対策に関する運動，流通対策に関する運動展開，その他
目的達成に必要な事項等を目的に活動する団体）が負担することとし，開発経費は，和歌
山県出先機関の新規事業により，1998 年 11 月に有田みかんデータベースが完成した．こ
のシステム開発については第 3章で詳しく述べる． 
メーリングリストは農業者と改良普及員との情報交換にとどまらず，農業者相互の情報
交換に発展していった．一例としてブルーベリー情報交換会案内をメーリングリストへ呼
びかけたことで 50 名が集まった．また，ウンシュウミカンでは地域別に微妙に違う開花時
期，また，果実の生育情報などが情報交換され，改良普及員は職場にいながらにしてそれ
らの情報を共有することを可能とした． 
２）改良普及活動への IT 活用 
インターネット上への情報公開は不特定多数にデータが流れるので，データベースの信
頼性を高めるためコンテンツは正確でなければならない．従って，ウンシュウミカンの生
育概要や病害虫防除に関するデータを正確かつ迅速に公開した．しかし，内容によっては
正確に公開することは正しい判断かどうか関係機関によって論議された．論議された内容
は果実品質，いわゆるミカンの糖度（味）や病害虫防除の実体である．これらの情報は生
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産者からのニーズは高いが，果実糖度の場合はデータが平年値より下回った場合の公開が
生産者にとって有利か不利かであった．また,防除薬剤の公開は消費者の農薬アレルギーを
助長するのではないかとの論議があった. 
味が良ければ消費者への PR になる．その逆の場合はマイナスイメージとなる．幸い，
開設年度から 2000 年産までは何事もなく，もっとも利用率の高いデータとして位置づけが
されていた．しかし，2001 年産は 9月の多雨により，一時的ではあったが急激な糖度低下
があり，データ公開について販売関連機関から公開停止せよとクレームが入った．開発者
としては情報公開の基本である正確性を主張した．だが行政関係機関，ＪＡらとの意見調
整の結果，農家がウンシュウミカンを販売するのに対しマイナスとなるデータの公開を控
える結果となった．その後，糖度は回復したので再公開した．このことで，たとえ正確で
あっても生産に不利になるデータの取り扱いの難しさを知ることができた．情報によって
は産地の行方を左右する可能性があることから，データベースの信頼性を高めるため，真
実を公開するべきか，不利なデータは公開しない方向で行くかを今後十分議論していかな
ければならないが，基本は真実を公開する方向で行きたい． 
また，病害虫の被害の画像と防除指針の公開についても同様で，防除方法を正確に公開
することとした場合の農薬の種類や散布回数について誤解を招きはしないか，環境問題が
問われている中，農薬を明記するのはどうかという議論であった．ここでは真実を公開す
ることで農産物の安全性を伝え信頼感を高め，農産物保証の役割を担おうと言う方向で結
論が出た． 
 インターネットを活用した有田みかんデ－タベ－スを整備することで，次の 6項目につ
いて効果が得られた．①みかんを主とする柑橘類の各種情報のデジタル化によりデータの
蓄積と継承が容易になり，地域資源となった．②各機関がそれぞれ独立して分散処理をし
ながら一元化したデータを生産者や関係者に提供することができた．このことは，関係機
関の連携を容易にするとともに，生産者の情報取得環境は飛躍的に向上した．③みかんデ
ータベースの提供により，生産者は時間的制約や地理的条件の制約を受けずにリアルタイ
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ムでの情報取得が可能となった．④人的ネットワークの形成と異業種間交流を可能にした．
⑤インターネットを介して地域産業研究用教材として学校教育に利用された．⑥低コスト
で有田みかんと産地のＰＲが可能となった． 
 普及指導活動において，有田みかんデータベースを構築する作業により，コンテンツづ
くりのための各種データの収集や加工，整理する機会を得ることができ，普及センターと
してのデータベースも同時にできあがった．また，データ収集のため調査活動に協力的な
担い手農家と一体となった活動が展開できたことで，信頼感が深まりメールやホームペー
ジ上での情報交換による農家の実態把握ができるようになった． 
 新任普及員は農家との接点に従来の普及活動手法に加え，有田みかんデータベースを切
り口にした農家との情報交換手段を得ることができた． 
 このことから，有田みかんデータベースを取り巻くコミュニティによる新たな普及指導
活動は，経営感覚に優れた農業の担い手育成・支援に大きな役割を果たすことができた．  
 有田地方においてはミカンデータベースやメーリングリストを開設していることから，
第 7表に示すとおり IT に関する講習会を実施してきた．また，第 8表に示すとおりパソコ
ン習熟度が高まったことで IT 活用推進を図る普及計画を立てることができた．しかし，情
報化への切り札である IT 関連を明確に普及計画に組み込んでいない普及センターにおい
ては，農業者への IT 活用推進ができていない現状がまだある．改良普及員のパソコン習熟
度の差によるIT活用度の違いが第6表のWebアクセス回数にはっきり表れたことは今後の
大きな課題と考える． 
  
まとめ 
 パソコン通信システムによるＢＢＳ運用はパソコン利用環境を大きく前進した．情報交
換に対する時間の制約，場所の制約，組織の制約などがなくなり，居ながらにして不特定
多数の参加者と情報交換できるようになった．しかし，パソコン通信にもいくつかの問題
点があり，特にインフラ間の互換性がないため利用者はそれぞれ利用したい BBS 毎に利用 
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手続きをとらなければならなかった．このことや BBS 運営には多額の資金とオペレータが
必要であったことから，運営組織が限られてきて普及性は低かった．その後インフラがイ
ンターネットへと移行し急速に農業者の間にもパソコン利用が急速に広まっていった．こ
れまで農業改良普及事業における情報化への取り組みは 1980 年代より取り組まれている
が，必ずしも定着化していない．このことから，今日の社会のなかでの改良普及活動を効
率的に展開していくためには，普及センターと地域を結ぶネットワークの整備とその活用
方法の開発が必要不可欠であると考える．先進的な農業者の情報収集力は改良普及員の域
をはるかに超える時代である．改良普及事業を活性化するためには改良普及員個人の知識
や知恵には限界があるが，それをコンピュータに蓄積してデータベース化すれば新たな普
及活動を展開できると考える．それぞれの改良普及センターが地域の農業者や関係機関と
の情報交換頻度を高める手段として IT 活用によるバーチャル普及センターを開設するこ
とで，地域密着型普及活動がさらに向上すると考える． 
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第３章 ウンシュウミカン産地における情報化 
インターネットを使って農業者に接し，農業生産方式の合理化，その他農業経営の改善
などの知識情報交換を時間や場所に左右されず行なう手法を開発した．和歌山県有田地方
はウンシュウミカンの産地であることから，ウンシュウミカンの統計データ，現場調査デ
ータ，各種事業紹介，自作図鑑類,気象データ，果樹試験場研究データ，ＪＡ情報，みかん
栽培の歴史，機能性データ，栽培指針などに関する情報をインターネット上に公開し，農
家が必要に応じ情報を自主選択できるシステムを開発した． 
雨量データは県土木部砂防課防災データステーションが公開している時間雨量を自動的
に集積し，過去 24 時間の時間雨量，過去 1ヶ月の日別雨量，ある月の日別雨量，また，あ
る日付から現在までの積算雨量を計算して栽培管理に必要なデータに置き換え，農家が農
作業中にも簡単に利用できるよう携帯電話へ公開した．本章ではこれらのシステム開発の
詳細について述べる． 
 
１．ウンシュウミカンデータベースの開発 
和歌山県の特産品である有田ミカンの栽培の歴史は古く，御崎(1999)によれば，今から
さかのぼること約 500 年といわれ，地域にはミカンに関する史跡や言い伝えが多く残って
いる． 
この和歌山県において 1998 年 1 月，第 10 回全国農業情報ネットワーク大会が開催され
た．それを境に，農家の間でインターネットへの関心が深まり，農業改良普及センターや
関係機関に対して農業の情報化への取り組み要望が高まった．そこで著者は農家の要望に
応えるべく和歌山県特産のウンシュウミカンの栽培技術に関する情報公開システムの開発
に取り組んだ． 
インターネット上に総合的なデータベースとして，千葉県（http://www.agri.pref. 
chiba.jp/）や島根県(http://www2.pref.shimane.jp/nousi/)が,また, 団体では農業情報
利用研究会(http://www.jsai.or.jp/)や和歌山農業情報利用研究会(http://www.agri.gr 
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.jp)はあったが,ウンシュウミカンに関する専用のホームページを見つけることができな
かった．具体的なモデルが見つからないことから，独自の開発となった. 
農業改良普及事業において普及現地情報集を毎年度末にまとめる．これをハイパーテキ
スト化すると大変な作業時間が要するのと，レガシー情報は情報提供に使われることが少
ないことから，ここではこれらのデータを入力してデータベースを完成させることを目標
とするだけではなく, 日頃，直接農家と接し課題解決に取り組んでいる普及活動の日常業
務記録も含めてコンテンツ化した．緊急性の高い課題としての病害虫対策や栽培管理技術
を含め 1998 年 11 月に開設した．  
 
材料と方法 
１）システムの概要 
www サーバはインテル CPU マシン，LASER5 Linux6.2 の OS を搭載し，プロバイダは有
限会社サイプレス（和歌山県海南市）にハウジングし，ドメイン http://www.mikan.gr.jp
を取得して運用した．ftp によるファイル送信には，メインサーバのリモートパソコンに
同型マシン（リモート pc１）を windows NT の OS 下で動作させた．また IBM ホームページ
ビルダーをインストールしてコンテンツづくりに使用した(第 2 図)．サブマシンは各機関
設置の windows マシンで対応した．メインリモート PC１は有田地域農業普及センターに設
置しサーバ全体の管理を，サブリモート PC2 は果樹試験場栽培部に，サブリモート PC3 は
ＪＡありだに設置し，メインリモート PC1 以外はそれぞれ指定のフォルダー内の情報を管
理した(第 3 図)． 
検索システムとして全文検索の CGI ソフトを速水(1998)，株式会社アンク(1998)，河西
(1998)を参考に作成し，指定フォルダー内を検索できるようにした．メーリングリスト運
用にメールサーバーをインストールし，情報提供関係機関の担当者にアドレスを配布し，
加入者相互の情報交換システムとした． 
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第２図 サーバーへのftpによる転送システム構成 
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   オリジナルデータ      既存のデータ加工  サブPC管理データ 
   和歌山県防災データステーションから自動入力 
 
第３図 データ構成とデータ管理フロー 
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２）ウンシュウミカン生産及び経営技術に関するデータ 
ウンシュウミカンの生産技術支援情報として栽培指針，自作図鑑による病害虫防除情報，
現場の調査データ，果樹試験場研究データなどを公開した. 
栽培指針の内容は樹園地土壌の特徴と土づくり対策，施肥基準などの土壌肥料対策指針，
果実の貯蔵指針とした．病害虫防除情報は病害虫被害状況画像，及び夏見ら(1992)，山田
(1993)，大橋(1990)の病害虫の生態情報とセットにした病害虫防除指針とし，現在はウン
シュウミカンの病害で 21 種類，害虫で 32 種類，348 画像を収録している．画像は全て自
作画像（第 4図）である．現在も問題発生がある毎に追加している．現場の調査データと
してウンシュウミカンの果実肥大，果実品質（糖含量，酸含量）などの生育概要の動向を
定期的に公開した． 
経営に関する情報は現場の調査データの中から経営優良事例を作成した．また,普及セン
ター発行の機関誌，栽培指導に使用した配布資料，補助事業の推進チラシなどの既存デー
タを加工して公開した. 
病害虫情報の利用に当たっては，河野ら（2000）を参考に，農家は予測する病害虫名か
ら検索し，画像から病害虫名を確定し，その病害虫の生態と対応策を調べることができる
ようにした． 
現場の調査データは，農業改良普及員や営農指導員が栽培講習会を行う上で必要な果実
肥大，果実品質，結果母枝数などで，農家向け指導資料に添付して利用できる形式で公開
した（第 5図）． 
いままでこれらの資料は特定の農家や団体にしか届けることができなかったが，このデ
ータベースに公開し，農家をはじめとしてインターネットを利用可能な誰にでも提供した． 
和歌山県総合技術センター果樹試験場データとして，和歌山県内において話題のカンキ
ツ品種特性データや品種モデル園の生育調査結果を調査毎にリアルタイムで公開した．ま
た，果樹試験場の育成団体である果樹新品種研究同志会会員に配布した新品種の生育デー
タをメールで収集し，果樹試験場内での生育データと比較し，果樹試験場栽培部が新品種 
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第４図 上－黒点病の画像 下－黒点病の生態と防除 
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第５図 上グラフ-平成13年度の果実品質データ，下グラフ-翌年の生産量を予測 
する結果母枝数のデータ（JAありだ＆普及センター調べ） 
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の地域特性にあった栽培指針を作成し公開した．ＪＡありだからは選果場情報や農家の生
産指導のため調査している着花量,着果量，果実品質などのデータを公開した．  
３）ウンシュウミカンの歴史，史跡データ 
有田地方には古くからのみかん産地であることから，みかんに関する史跡や言い伝えが
たくさん残っている．有田ミカンの歴史研究家である御崎（1999）に記載の資料を，著者
の指導を受けながら関係史跡や品目の画像を収集し，それらの画像や解説とともに本デー
タベース中に公開した(第 6 図)．現在も研究が進むに連れ随時［全国のみかん栽培と江戸
時代の有田みかんの流通］に追加している． 
４）気象データ 
 降雨量が果実品質や病害発生に及ぼす影響が大きいため，それらに関するデータとして，
県砂防課管理の防災データステーションのデータを加工してリアルタイムで自動で公開し
た(第 7 図)．また，果樹試験場の観測データの降雨量,平均気温，最高気温，最低気温,日
照時間はリモートパソコンから直接公開した．これらのデータにより，病害虫防除時期や
灌水時期などを判断できるシステムとした． 
５）他機関より提供のデータ 
 健康からみたカンキツの機能性（矢野 2001)に関する情報を消費者向けに公開した． 
 統計データは農林水産省近畿農政局和歌山統計事務所発表の統計情報を過去からの積み
上げデータに加工してグラフ化した(第 8 図)． 
 
結果と考察 
１）利用状況 
 開設して２年を経過した 2000 年 11 月から 2001 年 11 月に利用状況調査として Web 上で
アンケートを実施した．その結果を第 9表にアクセス回数，第 10 表に職業別利用者割合，
第 11 表に利用目的，第 12 表に役立った情報を示す．アンケート実施期間中のアクセス回
数は 42,774 回で回答数は 122 人であり回収率は 0.2%であった. 
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２．みかんのルーツ 
柑橘類の原生地はインド、ビルマ、インドシナ半島、中国、日本まで広域にわたるが、中
国では紀元前１０００年前後、周の国の「詩経」に「柚（ユズ）」の記述があり、また紀元
前１世紀の「史記」の中に「棗（ナツメ）」が産業として栽培されていたとある。 
 
日本古来の原生果樹は「橘」と沖
縄に原生する「シイクワシヤー」
であると確認されている。このこ
とは、西暦２９７年、中国晋の人、
陳寿が書いた「魏志倭人伝」に日
本では「はじかみ （ショウガ）、
橘、胡麻、茗荷が自生しているの
にその滋味を知らず」つまり、食
に用いることを知らないと記され
ている（３）。  
 
 田道間守（タジマモリ）の“橘”
導入伝説は景行天皇（西暦７１年
即位）の時代であるが、それ以前
の神代に「橘」の存する記述があ
る。それは記・記すなわち、古事
記神代記上巻、又日本書記巻之一
である（４）。 
 
【田道間守公肖像】 
 
さて、日本における柑橘栽培の起源は古く、有田地方においても柑橘栽培の発展を歴史的
に述べるとなると、神話時代に遡らないといけないようである。 
 
 
第６図 Webページのウンシュウミカンの歴史から「みかんのルーツ」の内容 
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第７図 気象データ「和歌山県データステーションデータを自動で取り込んだWebページ」 
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全国温州みかん生産量・栽培面積・価格の推移
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 第８図 農林水産統計情報1961年から2001年までを一覧にしたグラフ 
 
 
第９表 アクセスカウンター数      単位：回 
 年間利用回数 延べ回数 
1999年11月10日 13,000 13,000 
2000年11月1日 23,698 36,698 
2001年11月１日 42,774 79,472 
 
 
 
第１０表 職業別利用者割合   単位：％ 
順位 業種 件数 割合 
1 農業 46 37.7% 
2 公務員 18 14.8% 
3 その他 16 13.1% 
4 小学生 13 10.7% 
5 大学生 10 8.2% 
6 主婦 8 6.5% 
7 関連会社 3 2.5% 
8 JA職員 3 2.5% 
9 中学生 2 1.6% 
10 食品関連 1 0.8% 
11 高校生 0 0% 
12 無回答 2 1.6% 
調査2001年11月 回答者数122人 
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第１１表 利用目的              単位：％
順位 回答項目 件数 割合 
1 みかんについて調べる 23 18.9% 
2 栽培技術を調べる 21 17.2% 
3 その他の目的 19 15.6% 
4 みかんの生育状況 18 14.8% 
5 みかんの病害虫を調べる 14 11.5% 
6 たまたま訪れた 12 9.8% 
7 面積など統計を調べる 4 3.2% 
8 みかんの歴史を調べる 4 3.2% 
9 みかんを注文したい 3 2.5% 
10 観光について調べる 1 0.8% 
11 無回答 3 2.5% 
調査2001年11月 回答者数122人 
 
 
 
第１２表 役立った情報           単位：％
順位 回答項目 件数 割合 
1 みかんの歴史について 18 14.8% 
2 有田病害虫図鑑 17 13.9% 
3 栽培技術関係 17 13.9% 
4 みかんの生育状況 15 12.3% 
5 みかんの品種について 12 9.8% 
6 話題（みかんの機能性） 10 8.2% 
7 病害虫防除・発生予察 10 8.2% 
8 気象関係 7 5.7% 
9 事業紹介 5 4.1% 
10 リンク集 3 2.5% 
11 その他 3 2.5% 
12 みかんの生産量 2 1.6% 
13 無回答 3 2.5% 
調査2001年11月 回答者数122人 
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開設当初からのカウンターによると約 80000 回の利用回数（3 年間）があった．年間利
用回数は第 9表のとおり毎年約２倍の伸びである． 
第 10 表によると，職業別利用割合は，農業は 37.7%である．次いで公務員を含む関係機
関，そして小学生は 10.7%と子供の利用が比較的に多いことがわかった． 
第 11 表によると，利用目的は，みかんについて調べる，栽培技術を調べる，その他
の目的，みかんの生育状況を調べるの順であった． 
第 12 表によると，役だった情報は，みかんの歴史について，有田病害虫図鑑，栽培
技術関係，みかんの生育状況の順であった. 
２）新コミュニティーづくり 
有田地方のみかん栽培農家ではみかんデータベースを核にしたネットワークが構成され，
90 名のメンバーが公開内容に対する情報交換をメーリングリスト上で行った．その農家の
ほとんどが担い手農家であり，地域や組織を越えたコミュニティーが構成されてきた．ま
た，みかんデータベースは地域の農家のみならず全国の消費者，学校の教材に利用されは
じめている．週２通から３通の質問メールが小学生から届くようになった．対応は個別に
小学生向きの回答を作成しメールで返信することとした．また，ウンシュウミカンの歴史
への関心が高く，問い合わせやリンク依頼があり，みかんデータベースを核にしたバーチ
ャルの新しいコミュニティーが構成された． 
３）普及指導活動の変化 
 情報公開用コンテンツ作りにはいると，意外と公開用にまとめた資料が少なく，情報提
供にあたり，情報の収集と加工から始めなければならなかった．しかし，そのことが若手
普及員への刺激となり，情報収集によるデータ作りと，自ら現場での調査活動にも積極的
に取り組むようになった．特に若い普及員が自作のデータに対しての質問があると積極的
に回答するようになった．また，農家との情報交換が現場のみならずネットワーク上で常
に行われることにより，交流回数が増加することになった．このことから，優れた農業の
担い手となりうる農業青年らとインターネットを通じての交流が深まり，各種普及イベン
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トへと発展していくケースが生まれた． 
４）ウンシュウミカン産地紹介と生産アカウンタビリティ 
「有田みかんデ－タベ－ス」はウンシュウミカンを主幹品目とする農家の間で情報のよ
りどころとすることができるとの評価を受けた．一方小中学生からの問い合わせや，消費
者からみかんの流通行程やクレームに至るまでの問い合わせがあった．このことから幅広
いユーザーが利用していることがわかった．ウンシュウミカンの栽培実態をリアルに公開
することで小中学生の自由勉強の教材として，またウンシュウミカン購入への安心感を与
えることができたと考える．有田みかんデータベースは栽培の現状を正確に伝え，消費者
と情報を共有することでミカン産地としての産地保証の役割を果たす可能性ができた．そ
のため病害虫防除関連データ，果実品質データ，生産量予測データなどの情報提供のあり
方は，生産者はもとより消費者にも誤解を招くことのないように細心の注意を払う必要が
あると考える．真実を公開することで利用者からの信頼を得ることの重要性を実感した． 
ミカンデータベースの年間アクセス回数が 5万回を越え知名度が上昇した今日，ウンシ
ュウミカンの生産高が 200 億円を超える産地として，提供した情報がマイナスの方向に利
用されることも考え慎重な情報提供が課題である． 
 
２．携帯電話対応雨量データベースの開発 
和歌山県有田地方はウンシュウミカンの産地である．有田地域農業改良普及センターは
関係機関らとウンシュウミカンの栽培技術・経営技術・機能性・流通・気象などに関する
情報を有田みかんデータベースで公開している．中でもウンシュウミカンの果実生育時期
は，病害防除・灌水・マルチ栽培実施などの判断に雨量データを利用している．これまで
は有田郡吉備町に所在する和歌山県農林水産総合技術センター果樹試験場観測のデータを
公開し，これを基準としていたが，雨量は第 13 表によると地域内においても観測場所によ
りかなりの格差があることが判明した．このことから 1カ所のデータでの公開は有田地方
全域の判断データとしては不適切であることがわかった． 
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第13表  有田地域内観測場所別降雨状況 
 有田 吉備 金屋 湯浅 広川 港 果樹
試験
場 
6月13日 1 1 1 1 1 2 1 
6月14日 8 6 7 6 6 18 9 
6月15日 9 16 13 16 13 8 15 
6月16日 0 0 0 0 0 0 0 
6月17日 0 0 0 0 0 0 0 
6月18日 4 3 3 4 5 4 4 
6月19日 106 80 82 63 55 85 74 
6月20日 101 111 107 108 93 97 91.5 
6月21日 6 6 7 7 7 6 4.5 
6月22日 7 9 9 9 8 8 6 
6月23日 9 7 8 8 9 11 6 
計 251 239 237 222 197 239 211 
（2001年6月13日～6月23日） 単位：mm 
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和歌山県土木部砂防課が県内に 137カ所の独自の雨量観測点を運営し，防災に役立てて 
いる．このデータは毎時，砂防課防災データステーション(http://wakayama-sabo.jwa. 
or.jp/)で公開されており，誰でも利用できる．有田地方には 18 カ所に観測点が設置され
ていて，観測場所による格差を的確に把握することができる．著者らはこのデータを栽培
管理の判断資料として利用してきた．しかし，データは防災を目的としているため，毎時
更新され，過去データは蓄積されていない．そこで，県土木部の許可を得て，この観測デ
ータを有田みかんデータベース(http://www.mikan.gr.jp/)に自動記録させ再構築して利
用した．  
当初はこれらのデータ公開はパソコン対応で行う予定であったが，菅原（2001，2002），
菅原(http://riss.narc.affrc.go.jp/diary/ )の携帯電話を使った農作業日誌システム開
発や，小玉ら(2001)の携帯電話による Web 農業データベースの構築，また三重県(http:// 
www.mate.pref.mie.jp/i/)，高知県(http://www.nogyo.tosa.net-kochi.gr.jp/i/)を参考
に，携帯電話に対応させた公開方法を開発した． 
 
材料と方法 
１）システムの概要 
PostgreSQL による雨量データベース，和歌山県土木部砂防課防災データステーションの
ページから時間雨量データを切り出し，データベースへ登録する Perl スクリプト，データ
を携帯電話に提供するための PHP3 スクリプトを作成した（第 9図）． 
和歌山県土木部砂防課防災データステーションのページは不定期に更新される場合があ
るため，５分毎にページの更新を調べ，更新されている場合には何時のデータであるかを
調べて，正しくデータが追加されるようにした．Perl で Web ページを取得するために，第
14 表に示されている Perl モジュールを追加した． 
和歌山県土木部砂防課防災データステーションの雨量データの具体的な取得方法は以下
の通りである． 
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県内 137 カ所に設置 
内有田地方に 18 カ所 
設置されている 
           
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
雨量観測 
砂防課 
データ 
ベース 
和歌山県 HP 
防災データ 
ステーション 
雨量データベース 
過去データ蓄積 
検索スクリプト 
携帯 
電話 
画面 
表示 
パソコン 
画面表示 
開発した雨量データベース 土木部砂防課防災システム 
WWW 
読み取り 
有田みかんデータベース 
http://www.mikan.gr.jp
第９図 防災データステーションと有田みかん雨量データベース連携図 
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第 14 表 主として必要なソフトウェア 
Perl5.005_03 
・NKF.pm 
・HTML::Perser HTML-Parser-3.21.tar.gz 
・LWP libwww-perl-5.53.tar.gz 
・LWP が要求する libwww 
・URL URI-1.11.tar.gz 
Apache 1.3.19 
PHP/3.0.18-i18n-ja-2 
PostgreSQL7.03(スキーマは 7.0以上を要求する) 
cronなどの定期的なコマンド実行環境 
mailなどのコマンドラインメーラー 
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①毎時 0分に cron により Perl スクリプトが起動し，各地点が欠測値であるという内容 
の Insert 文をもつファイルを生成し，ファイルを PostgreSQL の psql コマンドにリダイレ
クトしてデータを登録する． 
②防災データステーションのデータは，Perl スクリプトを cron を用いて 5 で割り切れ
る時分の場合に起動する．つまり，0,5,10,15...分に起動する．なお，何らかの問題で 5
分以内にページの取得が終了しない場合は強制終了する． 
③Perl スクリプトはページの更新を調べる．更新されている場合には，取得したページ
をあらかじめ用意したパタンファイルを利用して，ページが持つ雨量データの日時と雨量
データを Perl の文字列のパタンマッチ(m/パタン/)を用いて切り出す． 
④Perl スクリプトは，取得した日時と雨量データから，SQL の update 文を生成しファイ
ルに書き込み，このファイルを psql コマンドにリダイレクトして毎時０分に追加したデー
タを更新する．同時にログとして，管理者に実行した SQL 文と登録結果を mail コマンドで
送付する（木浦ら 2002）．これにより，スクリプトの実行結果のチェックと，データベー
スが壊れた場合にもデータベースの再構築が行えるようになる． 
携帯電話への雨量データ公開は，複数の PHP３スクリプトにより行っている．これらの
スクリプトは Agent ヘッダによって NTT ドコモの i モード・J フォンの J-Sky に対応した
HTML モードと au の Ezweb に対応した HDML モードを切り替えて動作する．つまり，同じ URL
でこれら３社の携帯電話に対応している．また，PHP3 の PostgreSQL データベース関数を
用いてデータを検索・集計し，第 10 図に示す内容でデータを表示する．パソコンへの公開
は基本的には同システムの HTML モードを利用している． 
これらのシステムは，Laurenson ら(2000)が開発した仲介ソフトウェア MetBroker 
(http://www.agmodel.net/)のデータ源の 1つとするため著者らが開発し，有田雨量データ
ベースの運用は有田みかんデータベースで行うこととした．アプリケーション開発者は
MetBroker を利用することで，和歌山県防災雨量データを他のデータと区別することなく
利用することができる． 
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第 10 図 携帯電話表示画面 
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２）携帯電話への表示方法 
農家からの要望により農作業に必要なデータとして有田地方に設置されている 18カ所の
観測データ毎に第 10図に示す 4つのパターンで表示できるようにした．①過去 1ヶ月の
日別雨量表示・②過去 24 時間の毎時の雨量表示・③任意に選択した月の日別雨量表示・
④任意に選択した日付からの表示命令を送った日時までの積算雨量を計算して表示させた．
携帯電話のデータ表示は１行 8桁を基準とし第 11図の形式とした． 
３）砂防課防災データステーションのデータ利用契約 
 防災データステーションは降雨災害を防ぐために設置されており，膨大な設置費と年間
の管理費が費やされている．データは県 www サーバ防災データステーションに公開され
誰でも利用できるシステムとして公開されている．しかし，これらのデータを農業用蓄積
データに置き換えて有田みかんデータベース内で再公開するには利用許可が必要となり，
県土木部と県農林水産部との間で公文契約により利用許可をとることとした．観測エラー
対応は農林水産部で行うこととの約束で許可がおり，チェック体制がとれる有田地方 18
カ所のデータのみを公式公開した． 
４）携帯電話専用の関連ページ設置 
 パソコンを保有しない農家やみかん園地からのアクセスを考慮して雨量データベースを
携帯電話対応させた．これらに関連するページで，病害虫防除や農作業を実施する基準と
なる有田地方の病害虫防除暦例・生育調整剤散布基準例・施肥例なども併せて第 12 図の形
式により携帯電話に対応させた． 
利用方法として，NTT ドコモのｉモード契約している携帯電話からのアクセス例を示す．
ｉモード画面で<Internet>を選択し，<URL 入力>でアドレス http://www.mikan.gr.jp/i/
を入力することにより有田みかん DB メニュー画面が表示され，①雨量 DB を選択すれば第
10 図の画面が表示され後は選択した任意の場所，任意のデータが表示される．この時トッ
プページを Bookmark に登録しておくと次回から URL 入力を省くことができる．J-sky，
EZ-web においても同様のアドレスを入力することで誰でも自由に雨量データを見ること 
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有田 
過去1ヶ月 
月/日: 雨量(欠測h) 
 4/ 8:   0( 1) 
 4/ 9:   0( 0) 
 4/10:   0( 0) 
 4/11:   7( 0) 
 4/12:   5( 0) 
  
地点名：有田 
過去24時間 
日時:雨量mm 
07日23時:0 
08日00時:0 
08日01時:0 
08日02時:0 
08日03時:0 
 
有田 
2002年4月8日 
から現在まで 
58 mm 
欠測 0 時間 
第 11 図  雨量の表示イメージ画面 
<Buck> 
＝5月の農作業＝ 
＜摘果剤＞ 
・間引き摘果 
1500-2000倍 
平均果経20mm 
～生理落果 
満開後20-50日 
「５月下旬～ 
６月上旬」
＜対象病害虫＞ 
黒点病 
チャノキイロアザミ
ウマ 
＜防除方法＞ 
マンネブ水和剤  
＜時期別防除＞ 
12下旬～１上旬 
３～４月 
３月中下旬 
発芽直後 
開花期（５月中） 
５月下～６月上 
第 12 図 栽培技術の表示イメージ画面 
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ができる． 
 
結果と考察 
１）情報の共有化 
地域の農業用気象観測システムは既に開発されていたが（水谷ら 1989），和歌山県は全
国に先駆け防災用雨量データを防災利用のみでなく，土木部と農林水産部の連携により情
報共有ができた．このことは県民サービス向上につながり，農家を始め，有田振興局防災
関係職員からも高い評価を得ることができた．  
２）病害防除の判断データとしての利用 
 ウンシュウミカン果実の生育期間中の果実への重要病害である黒点病の予防に積算雨量
から防除時期を判断し，的確な防除による農薬費の軽減と減農薬栽培をねらいとした栽培
技術が確立した．これまでは和歌山県総合技術センター果樹試験場の観測データで防除時
期を判断していたが，このシステムにより管理している圃場に一番近い観測点の積算雨量
データから判断できるようになり，正確な防除適期を把握できるようになった． 
小泉(1980)によると黒点病防除用薬剤散布後耐雨量の積算雨量が 200mm に達すると予
防効果がなくなる．このことから，前回の散布日を入力すると現時点での積算雨量が自動
的に計算されて表示され，次回の薬剤散布日を判断できることになった． 
３）灌水量およびその実施時期の判断データとしての利用 
ウンシュウミカンは生育ステージによって水分要求量が異なり，水分管理を誤ると樹勢
や果実品質の低下に直接結びつくため，土壌および樹体の水分状態を正しく把握し，きめ
細かく管理していく必要がある．和歌山県(2000) によれば 4月～8月下旬，新生器官の発
生，生育時期にあたり，1 回あたりの灌水量を 4 月～6 月で 10～20mm，7 月～8 月上旬
で 20～30mmとし，空梅雨などに注意しながら土壌を湿潤(pF3.0以下)に保つ必要がある
と定められている．このことから干ばつ時灌水するに当たり，基準必要灌水量から降雨デ
ータを差し引けば適切な灌水量が割り出せ，適正な生育ステージを保つことが可能となっ
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た． 
４）果実品質向上技術としてのマルチ栽培技術への雨量データ応用 
和歌山県 (2000)によれば8月中旬以降に果実品質向上を図るための1回あたり灌水量は
10～20mmとなっている．この時期それだけに雨量があれば，マルチ被覆作業に入ること
ができる．降雨がない場合は灌水後マルチ被覆作業を行うとあり，その判断資料として利
用することができた．また，収穫後～3 月は樹体維持のため長期の干ばつに注意し，干ば
つ時は 1 回あたりの灌水量を 10～20mm とする指針があり，これにも適用することがで
きた． 
５）システム上の問題点と課題 
 携帯電話でインターネットを使用する手順は機種毎また携帯電話会社毎に操作方法が大
きく違う．パソコン操作の解説書パターンでは対応できない問題点があった．パソコンを
保有しない農家への波及をねらって新聞やテレビに広報をしたが，携帯電話の具体的な操
作方法の広報を省いたため利用方法の問い合わせが殺到し解説に苦慮した．ハード面の使
用法の簡素化はメーカーに依存するしかないが，ホームページは簡単に操作できるメニュ
ー形式に作成し，複雑化しないことがポイントだと考える．また，漢字コードの違いで au
の機種である地名のみが表示されないケースが生じた．これはインストールしたサーバ側
の漢字コードに問題があることが判明したが，ソフト開発に当たり地域名を漢字ではなく，
地点コードを用いるような変更が課題である．これらの問題はパソコンでインターネット
接続した場合は問題とならなかった． 
 このほか砂防課防災データステーションにおいて欠測データが生じた場合，有田みかん
データベース管理者から砂防課に欠測データの要求をすれば，砂防課管理のメインコンピ
ュータからその部分のデータを転送してもらえる連携はできていた．しかし，そのデータ
を本システムのデータベース内へ自動的にインプットするシステム開発は，砂防課管理の
メインコンピュータのシステム改良が必要であることから今回行わないこととした．従っ
て，今後手動で外部から本データベース内部を操作できるプログラム開発が課題である．
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現状では欠測時間数の表示で利用者側にその旨を伝えて理解を求めているが，今後正確な
データ構築手法を研究していく必要があると考える． 
 有田みかんデータベースによる情報公開に取り組んでいるなか，的確な病害防除や水分
コントロールによる高品質果実生産技術として降雨量把握手段が加わったことは農家から
高い評価を得た．携帯電話対応のシステム開発はパソコンを保有しない農家においても農
業情報化への関心を高めることができた． 
 また，今回のシステム開発により県土木部と県農林水産部の連携ができ，情報の共有化
が進んだことは，大きな成果だと考える．今後，同様のシステム開発が各方面に波及する
ことを期待する． 
 
まとめ 
農業改良普及活動において，農業経営体育成及び支援を行う上で，日頃，農家に作物栽
培技術，経営技術などの各種農業情報を提供していた．それらの情報を特定農家や特定団
体にとどまらず，より多くの農家に伝達した方が地域の活性化に貢献できると考えた．そ
れらの農業情報をインターネット上に公開し，農家が必要に応じ情報を自主選択できるシ
ステムを開発した．和歌山県有田地方はウンシュウミカンの産地であることからウンシュ
ウミカンの統計データ，現場調査データ,各種事業紹介,自作図鑑類,気象データ,果樹試験
場研究データ，ＪＡ情報，みかん栽培の歴史，機能性データ,栽培指針などに関する情報を
提供するシステムとした． 
また，ウンシュウミカン栽培支援ツールとして携帯電話対応の雨量データベースを開発
した．県内 137 カ所の雨量を観測している砂防課防災データステーションデータを自動的
に集積し，過去 24 時間の時間雨量，過去 1 ヶ月の日別雨量，ある月の日別雨量，また，
ある日付から現在までの積算雨量を計算して栽培管理に必要なデータに置き換え，有田み
かんデータベース内に公開し携帯電話で読み取れるようにした．圃場への降雨量を把握す
ることで的確な病害発生予察を可能とし，降雨が果実品質におよぼす悪影響を回避するこ
とも可能とした．誰もが携帯電話で圃場にいながらにしての雨量データ入手はインターネ
ット接続の煩わしさをなくすことができ，活用範囲を広めた． 
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第４章 食の安全・安心システムへの IT 活用 
標準化されたシステムが存在しない現状において，生産現場ではトレーサビリティシス
テムに高コストをかけての対応に躊躇している．そこで， SEICA（青果ネットカタログ）
をベースとし，これに栽培や流通の詳細情報を添付する Web との組み合わせによるウンシ
ュウミカンのトレーサビリティシステム開発した． 
 
１．レーサビリティシステムの導入と公開情報の検討 
近年，食の安全と生産・流通改革へは誰もが関心を高めていたが，2002 年夏，無登録農
薬問題が日本国中を震撼した後，一挙にその対応が加速した．農林水産省は「食の安全・
安心のための政策大綱」を 2003 年 6 月に公表した（http://www.maff.go.jp/www/press/ 
cont/20030620press_5.htm）．それによると，行政や生産者・事業者の取り組みで，国民の
「安心」，「信頼」が高まるよう体制や施策を総合的に見直し，その方針の一つとしてトレ
ーサビリティシステム導入を推進するとしている．株式会社富士通や株式会社山武の IT
関連企業は識別子（バーコード、チップなど）ID タグを使ったトレーサビリティシステム
を発表している（渡辺 2003，砂子 2004）．しかし，標準化されたトレーサビリティシステ
ムが存在しない現状において，生産現場ではトレーサビリティシステムに高コストをかけ
ての対応に躊躇している． 
トレーサビリティの持つ意味は「もとをたどることができる」と言うことであり，農畜
産物のトレーサビリティとした場合は「農場から食卓までの情報を透明化し，遡って追求
できる」ということのようである（松田 2003）．このシステムが牛肉では 2003 年から義務
づけられた．青果物はまだ指導の段階である．導入目的は製品の履歴，所在の把握，製品
とプロセスに関する情報の検索を可能とすることであり，リスク管理面では①製品の撤去
や回収を可能にする．②製品のプロセスを遡って探索し，必要に応じて是正できる．③健
康への予期しない影響のデータ収集を容易にする．④生産，加工，流通に携わる関係者の
責任を明確にするとされている．また，情報の信頼性確保手段面では①経路の透明化を助
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ける．②消費者と取引相手，権限機関へ情報提供を行うことができる．③表示の立証性を
助ける．④取引の公正化に寄与するとされている(新山2003)．また，生産履歴が産地公開
する情報とされている．現状では防除暦や施肥管理暦などが大きく取り上げられているが，
本当にそれが必要なのかの課題もある． 
そこで，著者は「農場から食卓まで」の食品流通全過程で，安全性に関する情報と履歴
情報を個体別に食品とリンクさせるコストパフォーマンスを考慮したトレーサビリティシ
ステムを作成した．  
 
材料と方法 
農業生産法人有限会社早和果樹園（所在は和歌山県有田市で2000年11月1日に資本金
3000万円，７戸で構成，社員１７名で設立．以下早和果樹園と述べる）の青果物をトレー
サビリティ商材とし，システムのベースに2002年8月から運営されているSEICA（青果ネ
ットカタログ，http://seica.info）を使用した（杉山 2002，Microsoft webサイト case studies  
http://www.microsoft.com/japan/showcase/nfriaffrc.mspx）．作物の栽培過程の詳細情報を
パソコンに記録するシステムとしてソリマチ株式会社（新潟県長岡市）の農業日誌 V６を
使用した．収集したデータをSEICAと早和果樹園のWebに公開した． 
ベースに使用したSEICAは農産物にIDを付与し，インターネットと組み合わせることに
より消費者に生産情報，生産者情報，出荷情報の 3種類，129項目を公開できるデータベ
ースで，食品総合研究所と食品流通構造改善機構が開発したシステムである．公的機関が
整備しているためSEICAは閉鎖的なデータベースではなく，外部のシステムからでも情報
が取り出せるよう XML対応させてあり民間の利用は無料である．SEICAをアドインさせる
サービスはVIPSv.2でも研究されているが（YOUWORKS Corporation  http://youworks.jp 
/traceability.html），利用するには数百万の経費が必要で小規模の農業生産法人や個人レベル
では負担が大きい．このことから，独自に開発したウンシュウミカンのトレーサビリティ
を低コストで確保した． 
SEICA への登録内容は食の安全・安心を確保するための情報を簡潔に公開したもので，
このことによりアカウンタビリティを確保した．早和果樹園はその商材の特徴，栽培に取
り組んだ背景，栽培概要として灌水，施肥,病害虫防除回数などを SEICA に登録した.取得
したカタログ番号は商品に添付し，番号を記入したシールを作成した(第 13 図)． 
 ウンシュウミカンは従来 10kg 入りダンボール箱での出荷が主で，一部 5kg 入り段ボール
箱での出荷がある程度である.しかし，くだもの店やスーパーマーケットなど小売店での消
費者への販売は盛りかご単位や個数単位であり，ダンボール箱単位での販売は少ない．百
貨店やくだもの専門店での聞き取り調査により消費者の一回の購入単位は１kg から３kg
であることがわかった．そこで，2.5kg 入りダンボール箱を開発した (第 13 図)．生産履
歴収集は2003年8月に複数の社員からの同時携帯電話から書き込み可能となったソリマチ
農業日誌に記録した．  
 
結果と考察 
作業日誌への記録としては薬剤散布，施肥，摘果作業などの一般管理と，新技術である
ドリップ灌水の実施時期および果実の糖度・クエン酸含量である．これらの記録は随時，
早和果樹園の Web に公開した（第 14 図，第 15 図）．産地サイドの Web は刻々と変化する農
作物の生育状況と管理作業の過程を公開することで，流通業者や消費者に SEICA に登録し
た内容をさらに詳しく説明した． 
SEICA への登録は無料，早和果樹園の Web は既存のもので対応したので経費負担はほと
んど必要なかった．運用に当たっては農業日誌購入費に 60,000 円，携帯電話対応アグリメ
イト加入３名に 12,000 円，SEICA のカタログ番号用シールは 1枚 12 円，2.5kg ダンボール
は１箱 200 円であり，トレーサビリティシステム確保は低コストで実現した．シールやダ
ンボール箱は資材費であり，量産すればさらに低コストが可能である． 
現在のところは産地や市場でのトレーサビリティに対する Web 作成ルールがないが，
SEICA の開発目的の一つに生産履歴の公開によるアカウンタビリティ機能による品質保証 
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 第 13 図 SEICAのカタログ番号シールと開発した 2.5ｋｇパッケージ 
ここに
貼る 
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マルドリ園のＢｒｉｘ推移
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Ｂ園マルドリ
Ｂ園無処理
第 14 図 早和果樹園の果実品質の推
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 Ｈ.１５年度の管理内容（農作業は露地みかんと同様です） 
  
マルドリは水管理ひとつ！ 
灌水・液肥管理 
出来事、その他 
６月 
※下の（）内は、１樹あたり１回につき 
１０or５㍑の灌水ということです。 
 １８～２０日 マルドリ設置 
 ３０日 マルチシート被膜(マルドリ開始） 
７月 
 上旬 
 中旬 
 下旬  灌水２回（１０㍑／樹）、計２０㍑ 
 ３０日 視察団来園 
８月 
 上旬  灌水２回（１０㍑／樹）、計２０㍑ 
 中旬  灌水２回（１０㍑／樹）、計２０㍑ 
 下旬  灌水５回（５㍑／樹）、計２５㍑ 
 ６日  マルドリ現地検討会 
 ９日  台風１０号にマルチ飛ばされる 
 ２１日 広報誌に取材を受ける 
９月 
 上旬  灌水７回（５㍑／樹）、計３５㍑ 
 中旬  灌水４回（５㍑／樹）、計２０㍑ 
 下旬  灌水１１回（５㍑／樹）、計５５㍑ 
 ９日  視察団来園 
 １１日 視察を受ける 
 ２６日 視察団来園 
１０月 
 上旬  灌水８回（１０㍑／樹）、計８０㍑ 
      灌水１回（５㍑／樹）、計５㍑ 
 中旬  灌水３回（１０㍑／樹）、計３０㍑ 
 下旬  灌水６回（５㍑／樹）、計３０㍑ 
 １７日 国の試験地視察 
 １８日 取材受ける 
１１月 
 上旬  液肥６回（５㍑／樹）、計３０㍑ 
 中旬  液肥４回（５㍑／樹）、計２０㍑ 
 下旬 
   
１２月 
 上旬  液肥２回（５㍑／樹）、計１０㍑ 
 中旬  液肥４回（５㍑／樹）、計２０㍑ 
 下旬  液肥４回（５㍑／樹）、計２０㍑ 
  
１月 
 上旬  灌水１回（１０㍑／樹）、計１０㍑ 
 中旬 
 下旬 
 葉面散布、1000㍑クーラーで  
第 15 図 早和果樹園のWeb （灌水作業工程記録） 
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がある．この機能を生かし，商品情報は栽培管理方法や利用した資材名，原産地表示，ま
た商品のアピールポイント，画像などの生産物情報，生産者情報としての生産者名や生産
者の思い，出荷情報としては出荷先,荷姿,出荷機関などを登録した．商材の特徴や用途に
合わせて全部で 129 項目あるが，どの項目に重点を置くかは利用者の考えで決められる．
早和果樹園はどの項目の入力をするか，また，どのような表現内容を小売店や消費者が必
要とするかは不明であり，書き込みに苦慮した．それにユーザーからみた場合に SEICA へ
の追加が必要と思われる記入項目として同一商品を複数の市場に出荷する場合もあること
から，リンク可能な流通先アドレスの複数入力があっても良いと考えた．改善されるまで
は生産者サイドの Web に集荷先リストを作成して対応した． 
 現状ではトレーサビリティ＝生産履歴開示と思われる傾向があるが，栽培に必要な農
薬・肥料などの生産資材名を全ては公開しなかった．それらの資材名を見て消費者が安全・
安心の判断ができるのかが不安であり，使用農薬名や肥料名は明記せず使用回数にとどめ，
求められれば対応できるよう農業日誌へ記録した（第 16 図）．今後，消費者へ安心・安全
を確認できる具体的な情報の公開とは何かの検討が必要と考える． 
今回取り組んだ対象品目は一種類であったが，温州みかん生産者の大多数は複数の品種
および銘柄での出荷していることから，ID 付与する品目ごとに SEICA への登録と生産者の
Web を作成する必要がある．さらにトレーサビリティを確かなものするためには SEICA の
カタログ番号以外に出荷日時も付与し，出荷日時から生産者，生産圃場を遡及できる体制
を整える必要があると考える． 
 
２．産地と市場の連携によるトレーサビリティ 
トレーサビリティは生産現場のみでのシステム構築で流通業界に対応するかどうか疑問
点があった．産地側で企画したトレーサビリティシステムが卸売会社，仲卸売会社また小
売店で機能するシステムになるのかどうかである．現状では大型市場との連携ができてい
ない．また，トレーサビリティ経費はすべて産地負担なのか，流通業界負担なのか，まだ 
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第 16 図 ソリマチ農業日誌Ｖ６の作業記録例 
入力 
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まだ不確定な部分が多い． 
そこで，著者は前に述べた SEICA と生産者の Web に卸売会社である東京シティ青果株式
会社（所在地は東京都中央卸売市場築地市場で 2002 年 10 月１日に資本金４億円，社員数
３８４名で設立，以下東京シティ青果と述べる）と協議して産地と市場を結ぶシステムを
作成した．  
 
材料と方法 
SEICA をベースに前で述べた生産者である早和果樹園と卸売会社の東京シティ青果の
Web をリンクで結び生産から販売までの情報を公開した．東京シティ青果の Web は早和果
樹園の Web にリンクを張り，商材の生産工程を広く紹介した．市場から先の流通は東京シ
ティ青果の Web（http://www.city-seika.com/）に公開した．それぞれの情報は Web の相
互リンクで結んだ．ここでのリンク先は直接商品にかかわるページへのリンクを優先し，
それぞれの Web のトップページへのリンクは避けた(第 17 図)． 
東京シティ青果は，東京都内の高級果物店をターゲットとしたこだわり販売に取り組ん
でいた商材を，仲卸会社や一般小売店への Web により商品提案を行った．Web 公開に当た
り 2003 年 10 月に築地市場内の青果部門の全仲卸会社を対象にインターネットによるトレ
ーサビリティへの取り組み状況を聞き取り調査した．調査した結果によると，仲卸会社 117
店舗中パソコン所有店舗は 9４店あり，そのうち 50％の 47 店舗がインターネット接続して
いるものの，取り扱い商品のトレーサビリティには使用されていなかった．そこで，東京
シティ青果側では SEICA データと早和果樹園の Web から商品の特徴と果実品質データを引
き出し，マイクロソフトのエクセルを使って商品説明として店舗用青果生産者表示（以下，
POP と述べる）を作成して配布した．それと同時に，インターネット接続によるトレーサ
ビリティへの取り組み推進に POP を使用した（第 18 図）．  
東京シティ青果側では当初、マーケッティングを活用して商談成立した実需者向けに
Web で商材のトレーサビリティシステムの導入をする計画をしていたが，天候不順による 
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第 17 図 早和果樹園と東京シティ青果のWeb相互リンクイメージ図 
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第18図　東京シティ青果での商品説明用ＰＯＰ
　　　　　　　　　　　【安心･安全の取り組み】
・商品情報は、公正な第三機関のホームページに開示してありますの
で、ご参照下さい。
　　　　　　　　　　　　http://seica.info/
                        カタログ№00013521
・有田みかんの詳細データベースは、ＪＡ有田のホームページで公開
していますので、ご参照下さい。
　　http://www.mikan.gr.jp
・生産･出荷者：㈲早和果樹園
　〒649-0432　和歌山県有田市宮原町東349-2
　　http://www5.ocn.ne.jp/~sowa/
・卸売会社：東京シティ青果
　〒104-0045　東京都中央区築地5丁目2番1号
　　http://www.city-seika.com/
周年マルチ点滴潅水同時施肥法
(マルドリ栽培）
近畿中国四国研究センター
総合研究部
総合研究第２チームが開発
有田みかん情報 http://www.mikan.gr.jp
私達（早和果樹園）が、丹精込めて育てま
した。
安心･安全な美味しいみかんを、ご賞味下
さい。
http://www5.ocn.ne.jp/~sowa/
e-mail:akitake@umail.plala.or.jp
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作柄と出荷が計画通りに進行できないことから，需給調整の為に不特定販売先への対応を
決め，その販売先には POP を活用した情報提供の手段を講じた．東京シティ青果側でのト
レーサビリティ導入の基本概念を第 19 図に描いた．ここでは，情報交換は「消費者と生産
者」を結び，商売は「実需者と出荷者」を結ぶ事を基本としたしくみであり，中間流通業
である卸売市場業者は情報交換の汎用的な仲介と，販売支援となる「商品価値」情報伝達
を含む販売促進機能を意識したシステムを目標としている． 
 
結果と考察 
 産地と市場が一体となってのトレーサビリティ対応をし，新たな商品開発の全貌を明ら
かにすることで流通業界への商品提案にインパクトがあり，商品の注文が早和果樹園と東
京シティ青果に殺到した．商品が足りず，東京シティ青果の Web 公開は一時控えざるを得
ないことも発生した．また，１軒の小売店から直接商品に対する果実の腐敗によるクレー
ムが入り，消費者に渡る前に回収できたことで商品に対する信頼性を高める事ができた．
一般流通でも 2003 年産温州みかんはダンボール箱内での腐敗が目立ち，そのクレームは出
荷先の市場経由で産地に伝わってきた．しかし，どの段階でのトラブルかは間接的な情報
であるため腐敗内容の原因や実態は産地では把握しにくかった．トレーサビリティ実施に
より，小売店は腐敗状況をメールでの画図添付で知らせてきた．産地で画像を解析した結
果，腐敗は収穫時の鋏傷が原因だと判明した． 
 また，早和果樹園では生産工程を Web 公開するために正確な灌水管理データや果実の生
育データなどの記録と併せて画像データも収集したことで，そのデータ解析結果が次年度
の栽培技術や販売技術改善に活かせることが確認できた． 
このシステムは，今まで生産者からは見えにくかった販売後の実需者からの消費者購入
反応情報を提供し，生産・出荷に反映できるようなフィードバック機能を有することがわ
かった．また，アカウンタビリティ機能が高い SEICA とリンクさせ，卸売業者による生産
出荷履歴の収集を容易にし，食の安全・安心を確保するための物的管理を可能とした．SEICA 
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は生産者もしくは出荷者が管理しているため中間流通に関する情報入力が困難である．そ
こで市場の Web は実需者と出荷者が主体となる流通の支援型コーディネーター機能を備え
た中間流通業者のシステムになり得た． 
築地市場青果部では場内業者の情報共有のインフラ整備として卸売会社と仲卸業者間で
2003 年 7 月に事業所コードレスシステムを導入し，その後 11 月にはＩＰ電話網を配備し
たことで、近い将来にはデータ通信網も取り入れてブロードバンドでの情報交換インフラ
構築を進めるとのことである．従って，築地市場青果部ではトレーサビリティシステムの
本格的な導入に向かって着実にその準備を進め始めた．  
従来の産地 Web や SEICA が有する生産出荷情報はアカウンタビリティ機能としての役割
は高いが，トレーサビリティ確保は十分といえなかった．しかし，ここでは市場が管理す
る Web とリンクさせ，流通過程のアカウンタビリティをプラスすることでトレーサビリテ
ィを可能とした． 
SEICA をベースにした産地と市場の Web 間のリンクにより，クレーム処理がスムースに
できた．このことは一つのトレーサビリティ確保であり，低コストでの商品保障システム
を完成させることができた． Web 上の連携から始まった交流により，生産者と流通業者，
そして消費者が一つのラインで結ばれた結果と考える．インターネットを利用したトレー
サビリティに対応することで農産物流通上の問題発生時の遡及は可能と考える．また，Web
公開データ収集により，その記録データがトレーサビリティのみでなく，栽培技術改善に
利用できることから，早急に他作物を含めたトレーサビリティの普及活動を進めたい． 
 
まとめ 
ウンシュウミカンのトレーサビリティを確保するため農業生産法人の Web と卸売会社の
Web をリンクさせ，新たな生産方式で栽培した商品の生産工程や流通経路を公開すること
とした．栽培履歴の詳細には農業日誌などの既存のものを使用し，それらの組み合わせに
よるトレーサビリティ確保システムを開発した．生産情報，出荷情報などの詳細は農業生
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産法人の Web に入力し，卸売会社の Web には市場から先の流通を公開し，それぞれの公開
情報は商品に添付したカタログ番号で管理した． 
また，ウンシュウミカンは従来の 10kg 入りダンボールではトレーサビリティの確保が困
難なため，消費者に商品が届くまでカタログ番号を維持できる新たなパッケージを開発し
た．仲卸会社や一般小売店は顧客に情報公開するシステムを有していない現状から，生産
履歴情報表示用 POP は卸売会社が作成して店内で消費者が閲覧できるように配布した．こ
れらの取り組みにより，農場から食卓までのトレーサビリティを低コストで確保すること
ができた． 
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第５章 経営体強化への IT活用 
有田地域における普及活動は主に４Ｈクラブや農業士会，また新規就農者を対象とし，
各種研究会やプロジェクト活動を通じて集団活動を活発化させてきた．ここにきて経営体
育成をメインとする普及活動にシフトしてみると次のような問題点が出てきた．共同出荷
組織に加入している経営体や農業生産法人は，販売先の選定，商品企画などの自由度が低
く，大量生産・大量販売という形態が継続され，経営体自身が実需者のニーズをクリヤー
しにくい環境であった．今まで生産集団の運営支援は栽培技術面が主で，販売面は農業協
同組合が行っていた．しかし，実需者のニーズに対応するためには生産から流通までを一
貫した総合的なアドバイスができる体制を整える必要性が高まってきた．特に新技術の導
入，新商品の企画，市場から先，消費者までの間に位置する実需者との交流などへの取り
組みが弱かった．また，県行政においてもマーケティングへの取り組みが 1996 年の機構改
革で一時ストップし他府県より後れを取った（第 15 表）． 
これらのことから，有田地方の主幹品目であるウンシュウミカンに次のような現象が起
こった．農林水産統計資料によると 1975 年の 366 万 5,000 トンの生産量をピークに，その
後食生活習慣の変化などにより消費が減退した．松下（2003）によると，1977 年から 1989
年までは価格安定を図るための生産制限による出荷調整により市場価格を上昇させている．
しかし，2001 年から始まった果樹経営安定対策による生産調整では 2002 年に 113 万トン
となったが，価格は低迷したままとなっている（第 20 図，第 16 表）．和歌山県の有田地域
はみかん生産 400 年以上の歴史があり，県内の生産量は 17 万 5,000 トンで，その約半分が
有田地方で生産されている．和歌山県の生産量は全国で第 2位の位置にある．しかし，東
京都中央卸売市場青果物流通年報によると，東京都中央卸売市場への出荷量は 2002 年産で
14,027 トンと全国で第 6 番目である．同市場での 2002 年産の販売単価の平均は極早生ウ
ンシュウミカンで 125 円／kg，早生ウンシュウミカンで 174 円／kg であった．和歌山県産
は宮崎県の極早生みかんの 265 円／kg，愛媛県の早生ウンシュウミカンの 244 円／kg と比
べると販売単価は低い位置にあった（第 17 表）．他産地は新商品開発に力を入れ実需者に 
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第１５表　全国の農産物流通情報収集に関する事務所設置状況 （単位：人）
　 大　阪
事務所
東  京
事務所
北海道
事務所
名古屋
事務所
福  岡
事務所
人数
合計
役割とマーケティングへの取り組み
北海道 1 2 3 農畜産の生産流通の情報提供、把握
長野県 1 1 2 市場調査
群馬県 0 3 3 市場調査
福島県 1 1 1 3 流通実績集約、市場との蔬菜果実研究会の事務局を担当
福井県 1 1 企業誘致、観光振興
岐阜県 1 2 3 農産物の流通情報から県内農地への提案
鳥取県 4 4 物産振興、斡旋マスコミＰＲ企業誘致県人会商工観光課とセットで農産物を、主にスイカと二十世紀
島根県 2 2
山口県 0.1 0.1 総務・企業誘致担当が兼務
徳島県 4 2 6 何でも徳島をＰＲ、市場で諸費者ニーズを産地へ、
香川県 1 1 2 ＪＡ駐在一名と共に農産物流通状況、卸売会社担当者への情報提供（定期的な会合）産地からの見学者
大分県 2 1 3 流通対応（販路開拓、情報収集）支援（視察対応販促）
佐賀県 1 1 2 農畜産物の流通情報・販売促進
熊本県 1 2 3 市場・量販店での状況調査・ＰＲ
宮崎県 2 2 4 消費地における情報収集・発信
鹿児島県 3 4 3 1 11 農畜産物の流通調査、県産品ＰＲ宣伝
沖縄県 0 3 3
愛媛県 0 0 設置なし
静岡県 0 0 設置なし
和歌山県 0 1 １９９６年に東京大田事務所・大阪事務所を廃止（東京事務所に集約し１名配置）
２００２年２月１９日在阪道府県協議会へのアンケート調査
及び、２００２年３月４日都道府県会館においての聞き取り調査結果
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第20図 温州みかんの生産量・栽培面積・価格の推移（和歌山県農協連合会調べ） 
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第16表　有田みかん共同販売の推移
有田みかん販売量の推移 単位：㌧
1995年 1996年 1997年 1998年 1999年 2000年 2001年 2003年
極早生 6,554 7,858 10,046 9,174 11,250 11,39411,78412,675
早生 16,033 18,21725,515 20,16026,529 21,20026,30325,167
中生 5,777 6,038 9,647 7,690 8,364 6,933 10,995 8,837
晩生 10,531 11,01214,847 11,11616,127 11,83112,60913,412
完熟 1,616 708 478 760 1,062 334 517 413
味一 888 426 283 265 187 266 718 396
合計 41,399 44,25960,816 49,16563,519 51,95862,92660,900
有田みかん販売単価の推移 単位：円/kg
1995年 1996年 1997年 1998年 1999年 2000年 2001年 2003年
極早生 257 305 168 259 173 179 167 139
早生 224 320 135 269 129 230 134 165
中生 266 368 121 295 133 244 131 175
晩生 240 350 114 287 129 243 134 155
完熟 286 416 165 350 220 281 156 188
味一 297 452 286 436 315 396 224 262
平均 243 335 134 277 139 225 141 160
有田みかん販売総額の推移 単位：千円
1995年 1996年 1997年 1998年 1999年 2000年 2001年 2003年
極早生 1,684,3782,396,6901,687,7282,376,0661,946,2502,039,5261,966,2941,770,975
早生 3,591,3925,829,4403,444,5255,423,0403,422,2414,876,0003,523,6114, 73,554
中生 1,536,6822,221,9841,167,2872,268,5501,112,4121,691,6521,442,7111,554,056
晩生 2,527,4403,854,2001,692,5583,190,292,080,3832,874,9331,685,8292,079,305
完熟 462,176294,52878,870266,000233,64093,85480,49477,863
味一 263,736192,55280,938115,54058,905105,336160,998104,008
合計 10,059,95714,826,7658,149,34413,618,7058,829,1411,690,7758,859,948,759,762
和歌山県農協連合会調べ
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第17表　２００２年の東京都中央卸売市場の温州ミカン入荷量と順位（単位：トン・円／kg）
順位 計
入荷量 単価 入荷量 単価 入荷量 単価 入荷量 単価
1愛媛県 16,310244 4,595 18612,809225 1,098 73735,467
2熊本県 10,268181 5,879 189 5,060 168 161 59521,906
3長崎県 6,119 199 5,233 172 7,214 157 664 63819,758
4静岡県 1,419 162 328 20816,640191 75 61519,023
5佐賀県 2,322 154 6,538 147 3,004 145 2,911 69615,221
6和歌山県 6,739 174 1,023 125 6,215 149 50 56614,475
7福岡県 1,729 173 1,905 154 901 145 56 646 5,063
8山口県 183 213 3,468 132 3,996
9香川県 606 209 2,103 144 31 652 3,093
10広島県 1,589 193 592 156 2,530
11徳島県 1,939 158 189 812 2,286
12宮崎県 1,535 265 211 688 2,011
13愛知県 272 138 1,137 874 1,547
14神奈川県 987 101 75 696 1,163
15大分県 156 116 780 851 1,052
16広島県 218 125 592 156 1,091
17鹿児島県 452 215 180 372 847
18韓国 25 403 25
その他 502 576 1,078
和歌山県農協連合会調べ
早生ﾐｶﾝ 極早生ﾐｶﾝ 普通ﾐｶﾝ ﾊｳｽﾐｶﾝ
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提案して有利に販売している（第 18 表）．それに対して有田ミカン産地は 1983 年に「味一
みかん」を提案して成功を収めたが，それ以来新たな商品開発が行われていない．また，
市場対応する場合の商品の開発や商品の提案には多額のコストと高度な技術が必要であり，
今までの普及活動では立ち入りにくい分野であった． 
研究的にも，米の社会志向マーケティングに関する研究報告は滝田（1999）や大泉・石
田（2000）を始めとして多数あるが，ウンシュウミカンに関する新生産技術の応用，新商
品の開発，さらにマーケティングまでを含んだものはほとんどないように見受けられる． 
そこでここでは有田みかん産地の経営体を強化するため，経営体を研究機関や流通業界
と連携させ，実需者が要求する新商品を開発しようとした． 
 
材料と方法 
１）関係機関との連携 
第 18 表の販売実態からみて生産制限による出荷調整では価格低迷の回避が難しい現状
があった．有田地方の販売形態は大きく分けて２つに分かれる．共同販売が 60%，個人販
売が 40%となっている．松下（2002）の販売行動の形態別調査では，販売先の多様化によ
って個人販売で直売所，宅配便などを通じた販売が共同販売より高単価で販売され有利に
見えるが，販売にかかる追加的な費用が個々によって格差が大きく，平均費用から総合的
に判断して個人販売が共同販売より有利とはいえないとしている．このことから，東京都
内の実需者から注目されない商材となった有田みかんの知名度を高めるため，二木（2000）
の「成功するファーマーズマーケット」に報告されている，こだわり商品のネーミングを
重視し，高級果物店で販売できる付加価値をつけ，宅配的商品にも利用される新商品開発
と販売網の整備をした．商品としての付加価値を高めるため，生産方法は森永ら(2004a，
b)が開発した「マルドリ方式」を導入した．また，流通形態としては新たなパッケージ開
発で消費形態の改革をした．これら一連の課題解決実施するための事業を企画し，生産か
ら販売までを一貫した新たな商品開発プロジェクトとした．開発にあたり活動支援を従来 
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第18表　県別こだわり商品一覧（ウンシュウミカン主要産地）
県名 品名　 糖度 酸含量 荷姿
和歌山県 味一α １３度以上 1.1～0.7%10kg
味一 １２度以上
ゆらっこ １２度以上 7.5kg
愛媛県 マイソフト １１度以上 1.0%未満10kg
味ピカ １２度以上 1.0%未満5kg
成熟キッス １１．５度以上 1.0%未満5kg
小太郎 １３度以上 1.0%未満3kg・5kg
日の丸千両 １２度以上 1.0%未満3kg・5kg
福岡県 博多マイルド １２度以上 1.0%以下
佐賀県 さが美人 10.5度～12度以上1.0%以下
長崎県 出島の華 １４度以上 1.0%以下
味まる １２度以上 1.0%以下
味っ子 １３度以上 1.0%以下
伊木力１番 １２度以上 1.0%以下
マイルド １２度以上 10kg
夢 １２度以上 1.0%以下5kg
熊本県 日のあけぼの １１度以上 1.0% 5kg･7kg･10kg
豊福 １０度以上 1.0% 5kg･7kg･10kg
特選 １２度以上 1.0%
デリシャス１３ １３度以上
草枕 １２度以上
静岡県 超特選 １３度以上
特選 12度～12.9度
ミカエース ５ｋｇ
売れっ子・富士娘 １２．５度以上
香川県 フルーツ物語
和歌山県農協連合会調べ
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の生産支援中心の改良普及活動のみでなく，実需者との情報交流により流通業界との関わ
りを深め，販売支援にも積極的に関わった． 
２）普及活動体制の改革 
 1998 年に和歌山県の機構改革により地方の出先機関が統合され新たに振興局ができた．
これまで農業改良普及センターは独立した組織として活動していたが，この改革で県事務
所産業課と統合され振興局の傘下に入った．このことで地域の課題解決に向けて振興局で
事業予算を組むことができるようになり，提案が通れば課題解決に向けての事業予算がつ
くこととなった．すべての普及計画活動に予算がつくことはなかったが，このことで有田
地域農業改良普及センターは活動方法に転機を迎えた．最初に農業の IT 化を推進するため
に第 3章で述べた有田みかんデータベースを開発した．続いて営農支援ツールとして個々
の農家のそれぞれの管理しているウンシュウミカン園の一筆圃場カルテを管理するシステ
ムを開発した．ウンシュウミカンの消費拡大を狙った百貨店での販売プロモーションや有
田まるかじり体験学習と題して消費者を有田みかん産地に招待し，収穫体験や生産者との
交流会を開催した．それぞれの事業予算は 100 万円から 300 万円の範囲で執行した． 
こういった活動の成功例から 2003 年度事業として県レベルの提案型のコンペ事業が実
施され，著者らはマーチャンダイジングにもとづくウンシュウミカン産地強化対策として，
有田みかんニューブランド開発プロモーション事業を提案した． 
３）プロジェクトチーム編成 
 ウンシュウミカンの価格低迷は有田地域の経済を大きく左右する現状があった．有田振
興局長は農業経営体の所得向上なしに地域経済の活性化につながらないとの認識のもと，
農業関係職種に限らず振興局内の職員を横断的に検討メンバーとし，アイデアを求めた．
著者らは経営体のマーチャンダイズ企画にもとづく普及活動を提案した．有田振興局長は
この提案を重視し，地域行政課と連携し振興局のプロジェクトとして採用し「有田みかん
ニューブランド開発プロモーション事業」に 6,333 千円の予算化をした． 
 事業実施にあたり著者らは生産から販売までの課題解決を実施するため幅広いメンバー
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構成によるプロジェクトチームを編成した．まず事業を遂行するため有田地方農業士会の
役員 3名，生活研究グループから 1名，ＪＡ関係から 3名，市町行政からそれぞれ代表者
1 名を選び，有田みかんニューブランド開発実行委員会（以下実行委員会と述べる）を組
織した．実行委員会の事務局に著者らがあたった（第 21 図）．プロジェクトの趣旨を十分
理解した実行委員会とするため，事前に各種団体に趣旨を示し委員を選出してもらった．
実行委員会は有田みかんのブランドイメージアップのアイデアや商品開発に協力してくれ
る経営体の選出役を担った．  
４）マーチャンダイジング企画 
東京都内で低迷している有田みかんブランドのイメージアップをはかるための手法は産
地で検討したが明確な答えが得られず，卸売会社である東京シティ青果に意見を求めた．
その中の提案として高級果物店で扱ってもらえる商品開発があった．東京シティ青果の紹
介で高級果物店として有名な株式会社新宿高野のバイヤーを招いて，こだわり果物とはど
んなものかを知る研究会を開催した．バイヤーはウンシュウミカンの高級品として扱いに
くい問題点のみを述べた．その内容はウンシュウミカンが品種名による差別化で販売して
いない，毎年同じ食味でない，生産方法に改善が見えてこないなどであった．そのため，
実行委員会は毎年同じ食味で，新規性のある栽培方法を用いて新宿高野で扱ってもらえる
ような高級商材を開発しようとした． 
一方，生産された高級商品すべてが新宿高野取引できるとは考えられなかったので，量
産されたときの流通を確保した．高級商材として開発した新ブランドの有田みかんとして
実需者（仲卸，小売り）への提案をした．商品ができあがっていない状況での提案は困難
であったが，ポスター作成や，栽培システムを図解したフリップを作成して，東京シティ
青果を通じて実需者に説明した（第 22 図）．出荷予定の３ヶ月前からは果実の生育過程を
第 4章で述べたトレーサビリティに利用するために取り組んでいた SEICA に生産方法を公
開し，新商品の紹介を行った． 
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５）こだわり商品の生産 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  第21図 有田みかんニューブランド開発プロジェクト組織図と普及センターの役割 
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こだわり商品の品質は糖度 13 度以上，酸 1.1 以下のウンシュウミカンとし，その商品
生産技術として近畿中国四国農業研究センターが開発したマルドリ（周年マルチ点滴潅水
同時施肥）方式を採用し，現地実証圃を早和果樹園とＪＡありだ有田川選果場（現在の AQ
中央選果場）青年部会員園地に設置した．近畿中国四国農業研究センター総合研究第 2チ
ームの地域農業確立総合研究プロジェクト「カンキツの連年安定生産」の研究課題とタイ
アップして生産することとした．このマルドリ方式の特徴は灌水や施肥をコントロールす
るために，カンキツ園を一年を通してマルチで覆い，灌水は点滴チューブから行い肥料も
水と一緒に与える方法である．この栽培方法は普通の露地栽培とは違い年々の気象変化の
影響を受けにくく，安定的に高品質果実の生産が期待できる技術である．一方同方法では
マルチ資材や灌水装置などの整備として当初経費として 10 アール当たり 80 万円程度必要
で，1kg 当たりの生産コストは人件費を入れて 387 円を費やした（第 19 表）．  
 栽培管理指導は近畿中国四国農業研究センターが作成した技術マニュアルの栽培基準を
参考にすることとしたが，有田の地形や栽培品種や天候による違いに応じて和歌山県総合
技術センター果樹試験場と普及センターで調査チームを編成し，生産者と情報交換を密に
し，10 日間隔で果実の品質調査と水分ポテンシャルを測定してドリップ灌水量を決定した．
データの情報交換にメールを活用することで，生産者，果樹試験場，普及センター，近畿
中国四国農業研究センターでデータが共有でき，相互に栽培管理に参画した．近畿中国四
国農業研究センターは現地検討会や研究会および現地指導で平均して月２回程度有田での
現地試験に関わった． 
６）トレーサビリティシステム開発 
まるどりみかんの商品開発に関わる情報は，第 3章で述べた SEICA をベースに，生産者
である早和果樹園およびＪＡありだ有田川選果場と東京シティ青果の Web をリンクで結び，
生産から販売までのマルドリ方式での栽培情報をオープンに公開した． 
消費者までのトレーサビリティを考え顧客が持ち帰れるサイズの 2.5kg ケースを開発し
た． 
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第19表　マルドリ方式のよる１ｋｇ当たりの生産コスト　　　（単位：円）
10a当たり経費
肥料費 50,000
有機配合　秋、春　 40,000
葉面散布 6,000
堆肥・土壌改良 4,000
農薬費 60,000
人件費 360,000
剪定 2
摘果 9
薬剤散布 3
施肥 1
収穫　 9
その他の管理 4
マルチ管理 3
ドリップかん水管理 5
計 36
１日当１００００円
マルチ代 減価償却費 ３年 50,000
ドリップかん
水システム 減価償却費 １０年 65,000
成園費 30,000
生産経費計 615,000 205
出荷量３０００ｋｇ
出荷経費 1kg当たり 182
資材（ケース、シール等） 70
運賃 20
手詰め経費 70
選果経費 22
387
１kg当たり経費
１kg当たり必要経費
説明
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結果と考察 
１）試験研究との連携 
近年の異常気象下においてウンシュウミカンの果実品質管理が非常に困難になってきた．
果実品質を左右する要因に年間降雨量がある．特に開花期から収穫期の雨量が品質に影響
を及ぼす．これを回避するためマルチ栽培が開発されていたが，9月以降の乾燥が糖をあ
げるのと同時に酸含量も高め，減酸が遅れるといったマルチ栽培の失敗例が現れた．しか
し，近畿中国四国農業研究センターが開発したマルドリ方式だとこの心配がなく，2003年
の長雨時の異常気象下においても目的の糖度13以上で酸含量を1.1以下に抑えることがで
き，生産量の70%をまるどりみかんとして出荷することができた（第20表）． 
 このマルドリ方式による栽培が有田地域に導入できたのは近畿中国四国農業研究センタ
ーの地域農業総合確立研究プロジェクト「カンキツの連年安定生産」における技術開発の
営農試験地に有田地域が対象となり，研究課題設定に当初から普及センターが関わり，地
域課題について十分検討が行えたからであった．今まで，地域普及センターが独立行政法
人研究機関と直接連携して地域課題解決に取り組むケースが少なく，地域の課題が十分研
究に反映されていなかった．今回のプロジェクトを通じて，普及員と近畿中国四国農業研
究センター研究員とが直接交流することで研究所内では開発できなかった急傾斜における
マルドリ方式を実証することができ，相互に実績を確認することができた． 
 今回は近畿中国四国農業研究センターから地域総合研究課題に対する現地試験の依頼が
あり，その検討会で有田普及センターが有する地域課題を組み込んだ設計としてくれたこ
とでうまく連携できたが，今後，他の課題や，他の研究機関が普及センターの課題を取り
上げ，相互に連携をとれるかどうかが不安である．今後，普及センターにより高度な技術
開発の期待が寄せられることを想定して，地方の研究機関はもとより独立行政法人などの
研究機関と日頃あらゆる情報網を用いて連携を密にしていくことが課題と考える． 
２）流通業会への商品提案 
改良普及活動において普及員は卸売会社や仲卸売会社と接触するのは市場見学程度で， 
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商品開発について相互に会議を持つことは少ない．卸売会社には普及センターが生産者の
先頭に立って商品提案などに関わるとは思われていなかった．今回のプロジェクトでは東
京の卸売会社や量販店バイヤーに生産者とともに出向いていって商品提案活動を実施した
ことで，県の流通への力の入れ方が伝わった．東京の大手２社の卸売会社に提案したとこ
ろ，東京シティ青果は当初，有田みかんのトレーサビリティについての関わりのみであっ
たが，新たな栽培方法のマルドリ方式に興味を示し，有田振興局のプロジェクトを支援し
てくれることとなった．プロジェクト実行に当たり，著者らは実行委員とともに卸売会社
や仲卸会社と座談会を持ったことで，産地の商品作りへの取り組み姿勢や生産経費などの
実態を理解してもらうことができたと実感した． 
2003 年 10 月に東京都築地市場青果部の仲卸会社 117 店舗にトレーサビリティの取り組
み調査を行った時に併せて有田みかん産地との関わりについて聞き取り調査した．1980 年
代の出荷団体の名前と生産地名を示す仲卸が 5店舗あったが，大型化された選果場では有
田ミカンとだけの認識で地名の認識はなかった．有田みかん産地に来る機関が無くなった
ともいっていた．聞き取り調査や座談会を重ねるたびに，仲卸会社は卸売会社から間接的
に情報を入手していたが，産地と直接情報交換する機会が少ない中での取引実態を知るこ
とができた．産地もまた誰が実需者であるかを把握しないままの市場出荷を繰り返してお
り，本来のマーチャンダイジング企画にもとづく取引の存在を確認できなかった．今まで
改良普及員は大型共選の取引会議に出席はしていたが，形式的な情報交換に終わってしま
っていて価格形成の根幹に関わる本音の情報交換がされていなかったことを反省した． 
今回，流通業界と産地とがインターネットにより情報交換を密にできたことで商品開発
を可能とした．新宿高野との取引がサンプル程度であったが，次年度パッケージサイズの
軽微な変更や出荷時期の変更を条件に取引が約束できた．また，市場での取引の平均価格
は 558 円／kg と企画時の希望価格の 600 円／kg には至らなかったが，マーチャンダイジン
グを企画していない商品の 160 円／kg との差は大きかった．このことからも産地からの商
品提案を積極的に実施し，マーチャンダイジングにもとづく取引の幅を広げていくべきと
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考える（第 21 表）．  
 有田地域における普及活動の大半は生産現場を重視し，流通部門はＪＡ，農協連合の仕
事と判断していたが，その経営体のマーチャンダイジング企画を理解していかないと，経
営体育成の支援者ではなく経営体の便利屋でしかなくなる．普及センターは流通業界との
関わりを深め，農産物の消費形態，実需者のニーズの把握，またマーケティング研修を通
じて流通事情について高度な知識をもち，経営体強化のための地域アドバイザーとしての
活動展開が重要であると考える． 
３）活動予算の確保とプロジェクト編成 
普及活動は普及計画にもとづくソフト活動で，予算といえば展示圃の借り上げ費用や会
議費，印刷製本費，および旅費などのソフト活動費のみであった．しかし，和歌山県では
機構改革にもとづき提案によるコンペ事業が数多く企画された．普及センターはもともと
提案活動が得意なことから，各種コンペ事業に応募し県独自の活動予算を確保することが
できた．このことで既存の集団を対象としたマンネリ化した支援体制ではなく，新たな組
織を対象とした予算執行を伴う活動となり，活動計画，実行，評価が明確化した．普及活
動の基本である課題活動のためのプロジェクト活動が他機関に明確に示しやすくなり，経
営体はもとより他機関との連携が容易となった． 
４）独立行政法人などの研究機関との連携による新たな栽培技術開発 
独立行政法人の研究機関が国立の直轄研究機関の時代は農業の基礎的な研究が多く，著
者らの地域普及センターと連携しての技術開発を行う機会は少なかった．しかし，独立行
政法人化された研究機関の研究課題をみると現場に直面した課題も多く，また，現場の課
題も地方の研究機関への委託研究同様，直接に独立行政法人の研究機関への依頼も可能と
なった．今回のプロジェクトは近畿中国四国農業研究センター総合研究第 2チームの地域
農業確立総合研究プロジェクト「カンキツの連年安定生産」の研究課題とタイアップして
有田のみかん産地の地形に適合したマルドリ方式の開発を組み入れ課題化したことで実現
した． 
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このような連携で普及活動をより高度化させ，スペシャリストとして普及員が活動でき
た．また，経営体のアドバイザーとしての知識を高めることも可能とした．栽培技術開発
に限らず経営部門，ＩＴ部門にも現場の課題を伝達していくことで研究機関から解決のた
めのアイデア提供を受けることが可能となり，新たな普及活動が展開できると考える． 
５）ＩＴ活用による流通業界への商品提案 
トレーサビリティに普及活動が関わるかどうかの議論はあったが，著者らは経営体育成
の観点から今日的課題であるトレーサビリティシステム開発に取り組んだ．消費者の食の
安全・安心を伝えるためには商品開発のコンセプトをしっかり持っていなければ取り組め
ないことがわかり，低迷していた有田みかんの流通と併せて流通業界と積極的に関わるこ
ととした．この結果，流通業界も県が商品開発に取り組むなら卸売会社としても真剣に取
り組みましょうとなり，信頼関係のもとこのプロジェクトを遂行することができた． 
今日までの普及活動のなかで公務員である普及員は流通面への口出しはタブーであり，
販売はＪＡ関係機関や市場に委ねていた．しかし，経営体育成を積極的に取り組むにあた
り流通改革は避けて通れない課題であり，経営体とともに普及活動も流通業界との関わり
を高めマーチャンダイジング企画に参画していく必要があると考える． 
ＩＴがその活動を容易にすることも今回のプロジェクトでわかった． 
６）総合アドバイザーとしての普及活動 
 ウンシュウミカン生産経営体個々の問題解決は県果樹試験場と連携して行ってきたが，
新栽培技術，新品種導入にもとづく商品化にまでは至っていなかった．また，４Hクラブ
や農業士会などの機能集団への支援は研修形式のイベント開催で終始し，個々の経営体支
援にまで至っていなかった．しかし，本プロジェクト企画により，行政政策推進・出荷組
織の販売企画・新技術導入などに併せて，実需者への新商品提案を直接新技術開発者や実
需者と関わることで行い，普及活動の中で総合的なアドバイスにより新商品「まるどりみ
かん」を生みだすことができたと考える．このことで，経営体からみかん産地危機克服に
普及活動への期待が高まったと考える． 
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７）今後の展開 
このプロジェクトで研究機関が開発してきた技術が現場で活用され，研究者と普及員，
生産者が密に情報交換ができたことで普及員の技術スペシャリストとしての位置づけが高
まった．今後，栽培技術面では地域の大学との連携も視野にいれた活動も考えており，和
歌山大学システム工学部や三重大学生物資源学部と連携し，ウンシュウミカンの樹体内水
分センシング技術開発を生産者らとともに現場で開発を進めている（深津・平藤 2003）．
また，流通業界との連携は，商品開発を可能としマーチャンダイジング企画のアドバイザ
ー活動をも展開できた．このことから，普及活動をめぐる情勢は改良助長法の改正に伴い
その活動体制について検討されているが，普及活動は健全な経営体育成を本職とし，新た
な栽培技術における商品開発と今日の複雑化してきた農産物流通問題に深く関わり，その
第一線で経営体を支援するべきと考える． 
有田みかんブランドのイメージアップを図るために取り組んだ本プロジェクトはすぐに
は有田みかん全体のブランドのイメージアップとはならないが，継続して取り組むことが
重要と考える．今回の高級志向の消費者をターゲットとした商品開発は話題性が高く，新
聞やテレビに大きく取り上げられ産地での関心が高まった．2004年には生産面積が 1.1ha
となった．流通業界では東京シティ青果の支援もあって仲卸が４社とスーパー１社から取
引の申し出があった． 
 有田みかんは 400年以上の歴史があり，消費者には知られているとの錯覚があり，みか
んを生産していればどこででも売れると考えていた．しかし，築地市場内の実需者と関わ
り，有田みかんへの期待度の低さを感じることができた．このことから今後，経営体自身
がマーチャンダイジングにもとづく商品開発や販売プロモーションを展開していくことで，
有田みかん産地のブランド名を高めることができると考える． 
 
まとめ 
 ウンシュウミカンの消費減退のなか，有田みかん産地の経営体を強化するためには生産
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制限による出荷調整のみでは収益拡大が図られるとは考えにくい．そこで，経営体を研究
機関や流通業界と連携させ，実需者が要求する新商品の開発に取り組むこととした．この
ことから，商品とするウンシュウミカンは近畿中国四国農業研究センターが開発したマル
ドリ方式を現地実証することで生産し，商品化は卸売会社の支援を受け，研究機関や流通
業界の協力を得て普及活動を展開した．有田地域におけるウンシュウミカン振興は地域全
体の課題であり，これら課題解決にむけ有田振興局はプロジェクト「有田みかんニューブ
ランド開発プロモーション事業」を立ち上げた．プロジェクトメンバーを指導農業士，市・
町，県総合技術センター果樹試験場及びありだ農業協同組合の代表者らで構成した．プロ
ジェクト活動は経営体と研究機関及び流通業界との連携を支援し，有田みかん新商品「ま
るどりみかん（商標登録申請中）」の開発とマーチャンダイジングを企画した．著者ら有田
振興局職員はプロジェクトメンバー，研究機関，流通業界との意見調整をおこなった．こ
れらの一連の活動が普及有田地域の多くの経営体から注目されることとなった． 
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第６章 総合考察 
1985 年の電気通信事業法の改定により公衆回線を使った不特定多数の人を対象とした
単純なメッセージ交換が認められ，通信の自由化が始まった．このことから民間企業の間
で本格的にパソコン通信システム開発が始まり，ASCII-NET や PC-VAN が誕生した．1985
年後半からは現在主流のネットワークであるインターネットが一般に利用できるようにな
った．これらの通信インフラ発展の中，農業分野で有効な IT 活用方法について改良普及員
として組んでいきた研究について考察する． 
パソコン通信による BBS はこれまでになかった情報伝達の方法であり，どのような情報
がこのシステムに適しているかをまず検討した．著者による NEC が主宰する PC-VAN での農
業 SIG 開設結果では，テーマを作物別に水稲，果樹，野菜などとしたものよりコミュニケ
ーションを目的としたフリーな出会いを目的としたものの方が利用回数が高かった．この
ことは PC-VAN 利用者が農業関係者に限らず一般のユーザーが多かったことと，パソコン通
信での人との出会いが今までにない体験であり，まず相互に交流することを経験したこと
を示すと考える．パソコン通信による出会いは地域，時間，そして地位に束縛されること
なく交流を容易とした．このことは，新たなコミュニケーションツールとして農業の情報
化を今までになく促進した． 1986 年 12 月の著者による AG ネット開設はその後の農業情
報 BBS 開設のモデルとなり，農業情報化の先駆け,あるいはその基盤の一つとなったと考え
る．1987 年には農林水産省は農業の情報化を全国農業改良普及協会に委託し普及情報 VAN
を開設した．開設にあたり著者が参画できたのもその成果が認められたからだと考える． 
普及活動へのパソコン通信システム利用は普及情報 VAN が EI-NET に移行した 1995 年以
降で，先駆的農業者がネットワークを利用するようになり，全国規模での情報交換が始ま
った．しかし，ネットワークの運営に当たり改良普及員のパソコン習熟度の差が問題とな
った．これは情報化を担当するパソコン通信についての専門家がいなっかたことと，有田
農業改良普及センターでは全員にパソコンが配備された 2002 年以降はこの問題は少し緩
和されたものの，普及センターへのパソコンの配備が遅れたことに原因があったと考えら
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れる．今後，情報機器の整備と同時に情報担当を置くかが普及センターの情報化を左右す
ると考える． 
この間の通信インフラのデータ転送スピードは 1988 年当初，300bps だったものが年々
スピードアップされて，2004 年には光通信だと 100Mbps に，従来のシステムでも 47Mbps
と，当初の 15,000 倍から 33,000 倍にスピードアップされた．当初は遅くともテキストデ
ータの交換には十分だった．現在においてもコミュニケーションの大多数はメールによる
テキストデータの交換であり，テキストデータは重要性が高い．そうはいっても通信がマ
ルチメディア化した今日，テキストデータの交換では満足できず画像データやソフト配信
などの通信のためにインフラ整備が進んだ． 
一方インターネット時代に入って，農業関連 Web システムが多数開発・運用される一方
で，これと逆行するようにパソコン通信による BBS 時代のような農業者相互の，また改良
普及員と農業者，あるいは全国規模での研究者との交流が低下していることを危惧する意
見も聞かれた．そこでインターネットでもパソコン通信時代同様の交流頻度を高めるため
身近な情報を扱うホームページの開設を考え，ウンシュウミカンを背景とした有田みかん
データベースを開発した．パソコン通信時代はギブアンドテイクの精神で情報交換してい
たことから，ホームページは一方通行とならないようユーザーである農業者と普及センタ
ーとの間で協議しながら設計した．このように有田みかんデータベースは農業者のニーズ
を十分察知しながら開設したことにより成功したと考える．データベースというと過去の
データを多額の予算をかけ専門家に依頼するケースが多く，その後の更新頻度が低下する
と利用頻度も低下する場合が多い．しかし，有田みかんデータベースは現状の課題を普及
員自らが情報化し，データ蓄積する方法をとったことで，日頃直接農業者と接した仕事が
できる普及員が作成した現場に密着したデータとなり，ホームページの利用頻度を高めた． 
情報コンテンツである有田地域で発生するウンシュウミカンに関する病害虫防除データ
や果実品質調査結果は身近な情報として評価され，地域の農業者の利用頻度を高めた．し
かし，情報によっては産地として不利になる情報がある．果実品質が低下したデータが得
 93
られた時がそれである．流通担当者と議論の結果，やはり真実を公開し，産地への信頼感
を高めるデータベースとしたが，今後この問題が常に課題となりそうである．また，病害
虫防除データベースとして農薬の記載には特に注意する必要があると考える． 
公開情報には普及センターが日常業務の中で作成するものと，専門の研究機関である果
樹試験場の調査研究内容をそれぞれの勤務場所から入力して作成できるシステムとした．
このことは情報の共有化を可能とした．さらにデータベース本来の機能が年々強化され，
開設した時点が最新情報でその後更新されないホームページと違って，情報内容が充実し
てきた．このことで和歌山県の基幹品目であるウンシュウミカンのメインデータベースと
して農業者に活用されていることとなった．  
また，生産者の要望が高かった気象データを公開するため，ウンシュウミカン栽培への
影響の強い降雨量をデータベース化した．リアルタイムで携帯電話にも公開したことでさ
らに活用度を高めることができた．この雨量データベースのシステム開発については独立
行政法人農業・生物系特定産業技術研究機構中央農業研究センターの協力を得ることがで
きたこと，素データは和歌山県防災用データの使用許可を得られたことで完成させること
ができた．都道府県には必ず防災用の気象データ収集システムが存在することから，本研
究がモデルとなれば幸いである．このようにデータベースは充実しつつあるが，ホームペ
ージでのみでは当初の課題である農業者と改良普及員との交流頻度を高めるには不十分で
あることから，パソコン通信による BBS 機能と類似したメーリングリストを EI-NET システ
ム上で開設した．このことにより BBS 時代のギブアンドテイクの精神による情報共有を再
現することができ，現状では各種情報が普及センターにいながら入手できるまでに至った．
このことでバーチャル普及センター構想に一歩近づいたと考える． 
一方，農業者と消費者の交流頻度を高めるため食の安全安心を課題としたシステム開発
を検討し，青果物におけるトレーサビリティシステムを導入した．トレーサビリティシス
テム導入には３つ疑問点があった．システムの管理経費を誰が負担するのか，生産履歴公
開とあるが栽培過程のどこまでか，流通業界との連携はどうなるのかなどであった．１つ
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目はSEICAシステムを活用することで経費負担なしとなりクリアーできた．２つ目は詳細
な管理データの記録と必要に応じた公開ができるソリマチ株式会社の農業日誌Ｖ６携帯電
話対応を用いることでクリアーした．３つ目は大型市場である卸売会社である株式会社東
京シティ青果と連携することでクリアーした．こういった疑問点がでた背景には，ここ数
年の間に食品に纏わる事故や事件がマスコミを賑わし，食に対する不信感が急激に高まっ
たことにある．これを受け消費者に軸足を置いた農政を展開するため農林水産省は食の安
全・安心のための政策大綱を2003年6月に公表したことで，トレーサビリティについての
議論を待つよりも，トレーサビリティシステム導入を急務としたからである．トレーサビ
リティの研究においては東京シティ青果との連携と実際に協力頂いた早和果樹園の理解が
あり実現した．東京シティ青果は実需者の仲卸会社への商品提案を行ったことでトレーサ
ビリティを可能とした．出荷者（農業者）と消費者をネットワークで結ぶことができた．
本研究時点ではインターネットパソコンを必要としたが，2004年産からは２次元バーコー
ドにより携帯電話対応としたことで，さらに交流頻度が高まると考える． 
また，新しい生産技術の開発を農業者，研究機関，大学，改良普及員が一体となったプ
ロジェクトを展開することで実現した．ウンシュウミカンの消費減退のなか，有田みかん
産地の経営体を強化するため，新たな商品開発に取り組み，独立行政法人農業・生物系特
定産業技術研究機構近畿中国四国農業研究センターが開発したマルドリ方式を現地実証す
ることに取り組んだ．詳細な管理を行うため調査データをインターネットを使って共有し
意見交換しながら栽培した．研究機関や大学と連携するこのような取り組みは新たな普及
活動の課題とされており，ITを活用することでこれを容易にすることができた．栽培実証
した作物の商品化は卸売会社の支援を受けることができ，新技術導入と商品化を同時に実
現できた． 
著者のこれらのシステム開発の基本的な考え方はパソコン通信時代に運営したBBSをベ
ースとしている．それがインターネット時代の新たな改良普及事業へと発展していった． 
以上のことからパソコンによるコミュニケーションが農業の情報化を大きく進展させた
と考える．但し，未だに多くの普及員や農業者はデジタルディバイドの問題を抱えている
ことも事実であり，通信インフラの整備に伴い改良普及事業を情報化に則した機関に変身
させ，地域特産物の振興にさらなる IT 活用を推進していく必要がある． 
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以上の方々とともに社会人特別選抜を受験するにあたり支持していただいた元有田振興
局部長の野口主匠氏，元有田地域農業改良普及センター所長の吉川明孝氏に，また在学中
様々な面でお世話になりました皆様方にも，感謝の意を表したいと思います．  
 
社会人特別選抜 
所属：和歌山県有田振興局農林水産振興部農林水産普及課 
（有田地域農業改良普及センター） 
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Studies on the Agricultural Extension Activities using IT  
in the Satsuma Mandarin Production Area 
 
Shigeaki Sasaki 
 
 
Summary 
 
The agricultural extension center had been providing farmers the technical and 
management information of crops for more profitable and efficient farm management. 
But it could be said that the agency was providing the information to the specific 
farmers and the specific groups. If more farmers could obtain the information, it might 
be more effective. It also must contribute to the more active community. 
Therefore, the author developed the public agricultural information system using 
telecommunication and the Internet, through which farmers could obtain the 
necessary information according to their needs.  
At first, the author organized the BBS (Bulletin Board System) in PC-VAN/ AG 
 104
NET (Agriculture and Food Net), which was believed to be the first agricultural 
information exchange system using personal computer and telecommunication among 
producers,  consumers and other persons concerned, from 1986 to 2000. Following 
from these results, the new information system corresponding to the Internet era was 
also established.  
Wakayama Prefecture Arida district is one of satsuma mandarin production 
centers. Therefore, the system was developed to offer all kinds of information about the 
statistics of satsuma mandarin production, on-site investigation data, various 
activities of vicinity, original pictorial books, weather data, research station data, 
agricultural cooperative association information, the history of satsuma mandarin 
cultivation, the diseases and insects, the cultivation method, etc., It was named as 
“The Arida Mikan Database ( http://www.mikan.gr.jp )”. 
This enabled the agricultural extension activities to exchange the information 
with and among farmers or related corporations indirectly regardless of time or place 
limitation. The electronic bulletin board of a local network was used to promote the 
activities of information exchange. The mailing list was established and used for the 
urgent disease and insect occurrence and its control.  
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Not only farmers but also consumers could obtain necessary information by the 
web site easily. The contents are now increasing automatically owing to the 
cooperation of other agencies concerned, resulting in a valuable resource for the local 
community. The questionnaires were frequently carried out in order to make the 
contents adequate. 
The procedure of going public of the data through the web was established 
relatively easily but it was sometimes difficult to accumulate useful contents. More 
works were needed to decide what the useful contents were, and after the method to 
include them was developed, the support tool for the system was developed. The 
rainfall to the satsuma mandarin yard often causes diseases and quality deterioration 
of the fruit. This could be prevented if farmers could have the data of the amount of 
rainfall exactly and promptly. In the system developed, rainfall data were 
automatically stored and processed into several forms, i.e., the amount of rainfall in an 
hour of the past 24 hours; in a day of the past month, or one month, and accumulated 
rainfall from any day in the past to the present day. This system was assembled for 
users of both PC's and cellular phones, which enabled farmers to use at their farms. 
Consequently, “the Virtual Agricultural Extension Center” was able to be 
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established on the Internet, and the new agricultural community was able to be 
constructed. This virtual agricultural extension center raised the level of computer 
skill for both of orange producers and extension specialists, while making the 
extension work easy by the closely connected local activities with higher exchange 
frequency 
In order to secure the traceability of the satsuma mandarin, a web of an 
agricultural corporation and a web of a wholesale company were linked, and the 
production process and distribution channel of the goods grown by the production 
system were made public. The software, the agricultural diary of Sorimachi, Inc., was 
used for the description of details of a cultivation history. The data of production and 
shipment were shown in the web of the agricultural corporation. Market and 
circulation data were shown in the web of the wholesale company.  Exhibition of 
information was managed by the catalog number attached to the goods. A conventional 
package had contained 10kg of satsuma mandarin and a catalog number could not be 
maintained to a consumer, resulting in the traceability often difficult. Therefore, 
smaller package was newly developed to maintain the catalog number to the end of 
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consumers．The traceability from a farm to a table was secured at low cost through this 
method. 
It is now hardly possible to make a profit on mandarin orange only by shipment 
adjustment through production control during the general consumption decline of the 
product. Therefore, the author organized the cooperation among the research 
organization, the distribution industry and the orange farmers or corporation to 
develop the new goods with the actual merchantable demand. 
The satsuma mandarin used in this project was produced by applying the “Maru 
Dori” system, which was developed by the research institute of National Agricultural 
Research Center for Western Region, NABRO. Actual commercialization was 
supported by a wholesale company.  
As it is believed that the satsuma mandarin promotion in the Arida area affects 
the whole area not limited to the agricultural industry, the Arida Promotions Bureau 
started the project "The Arida Satsuma Mandarin New Brand Development 
Promotion". The project members consisted of representatives of the authorized 
progressive farmers, the city or town office, the Fruit Tree Research Station and the 
Arida agricultural cooperative association. This project successfully supported the 
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cooperation among the members attended, planned the development of the new 
mandarin orange goods named "The Kinokuni Arida Marudori Satsuma Mandarin", 
and finally merchandised the goods. 
The main task of the author was opinion adjustment among project members, the 
research organization and the distribution industry. A series of these activities 
attracted the attention of many satsuma mandarin farmers or corporation in Arida 
area.  
 
